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第１ みえ森と緑の県民税について 

 

１ みえ森と緑の県民税を活用した施策 

（１）基本方針１ 災害に強い森林づくり 

防災・減災の観点から早急に整備が求められる森林について、土砂災害防止機能等を高める

ために必要な対策を講じ、災害に強い森林を実現します。 

対 策 区 分 対 策 の 基 本 的 な 考 え 方 

１．土砂や流木による被害を出さ

ない森林づくり 

土砂や流木によって人家や公共施設、沿岸及び漁業等に被害が

及ばないように、洪水緩和や土砂災害防止機能等の森林の働きを

発揮させるために必要な対策を進める。 

２．暮らしに身近な森林づくり 
生活環境の保全や向上のため、県民の暮らしに関わりの深い森

林について必要な対策を進める。 

 

（２）基本方針２ 県民全体で森林を支える社会づくり 

将来にわたり災害に強い森林づくりを引き継いでいくため、森林教育に携わる人材の育成や、

学校等における取組の推進、県民の森林への理解を深めるための場の整備等、県民全体で森林を

支える社会づくりを進めます。 

対 策 区 分 対 策 の 基 本 的 な 考 え 方 

３．森を育む人づくり 

「災害に強い森林づくり」を将来に引き継ぎ、また森林や緑を大切

に思い・育む人づくりのため、森林教育に携わる人材の育成や、教育

活動を進める。 

４．森と人をつなぐ学びの場づ

くり 

未就学児や児童生徒をはじめ、様々な県民に森林や木材について

学び・ふれあう場を提供し、森と県民との関係を深める対策を進め

る。 

５．地域の身近な水や緑の環境

づくり 

地域の身近な水や緑の環境づくりを進めるため、森・川・海のつな

がりを意識した森林や緑、水辺環境を守り、生物多様性を保全する活

動への支援や、森林や緑と親しむための環境整備等、身近な緑や水辺

の環境と県民との関係を深める対策を進める。 

 
２ みえ森と緑の県民税のしくみ 
（１）県と市町の役割分担 

森林法の改正等により、近年、森林行政における市町の果たす役割の重要性が増しています。

森林行政の第一線にあり、森林所有者や事業者、森林づくりに取り組む市民団体等と主体的に接

点を持ちながらパートナーシップを築き、地域の森林づくりのリード役となることが市町に求

められています。 
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このような状況を考慮し、市町が地域の実情に応じて創意工夫して森林づくりの施策を展開

するために必要な交付金制度を創設しました。 

みえ森と緑の県民税を活用する事業（以下「基金事業」という。）を効果的に展開するための

役割分担は、次のとおりです。 

 

県 

基本方針１のうち、対策１に重点的に取り組むこととし、事業の実施による効果が広範囲に

もたらされる対策や、県が実施することで効率化が図られる対策を担う。また、市町における

事業構築に対する支援を行う。 

市町 
地域の実情に応じたきめ細かな対策や、住民との直接的な関係が見込まれる身近な対策を担

う。 

 

（２）みえ森と緑の県民税の負担方法 

森林の恩恵は全ての県民が受けていることから、地域社会全体で森林づくりを支える新しい

仕組みをつくる必要があり、費用について県民の皆さんに幅広く負担していただくという「みえ

森と緑の県民税」の趣旨と、県民税均等割の「地域社会の費用について個人も法人も構成員とし

て幅広く負担を求める」という性格が合致することから、現行の県民税均等割に上乗せして課税

する「県民税均等割の超過課税方式」を採用しています。 

この方式は、既存の税制度を活用することから納税しやすい仕組みであり、徴税にかかるコ

ストも新たな税の創設より抑えることができます。 

課税方式 県民税均等割の超過課税（県民税均等割に加算する） 

納税 

義務者 

【個人】1月1日現在で、県内に住所、家屋敷または事務所などを有している方 

 ただし、次のいずれかに該当する方には課税されない 

① 生活保護法の規定による生活扶助を受けている方 

② 障がい者、未成年者、寡婦又はひとり親で、前年の合計所得金額が135万円以下の方 

③ 前年の合計所得金額が、市町の条例で定める金額以下の方 

【法人】県内に事務所、事業所などを有している法人など 

税率 

(年額) 

【個人】1,000円 

【法人】均等割額の10％相当額（年額2,000～80,000円） 

   （均等割額は下表のとおり資本金等の額に応じて決まる） 

区分（資本金等の額の区分） 均等割額（年額） 税率（年額） 

１千万円以下 

１千万円超 ～ １億円以下 

１億円超  ～ 10億円以下 

10億円超   ～ 50億円以下 

50億円超 

20,000円 

50,000円 

130,000円 

540,000円 

800,000円 

2,000円 

5,000円 

13,000円 

54,000円 

80,000円 
 

税収規模 年度あたり11億円 

徴収 

方法 

【個人】市町が個人県民税均等割に上乗せをして賦課徴収し、県へ払い込む。 

【法人】法人が法人県民税均等割に上乗せして県に申告納付する。 
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３ 使途の明確化等 

（１）使途の明確化 

「県民税均等割の超過課税方式」の場合、普通税であることから一般財源として扱うことと

なります。「みえ森と緑の県民税」は、新たな森林づくりの施策に対して新たな税負担を求める

ものであり、超過課税相当分が森林づくりのために使われることを県民の皆さんに対して明ら

かにする必要があります。 

このため、「みえ森と緑の県民税基金」を造成し、超過課税相当分を基金に積み立てることで

既存財源と区分して使途を明確化するとともに、令和元年度に導入された「森林環境譲与税」と

も、目的・使途を明確に区分して活用することとしています。 

（２）制度や使途の周知 

県民の皆さんや森林所有者等に対して、みえ森と緑の県民税がどのように活用されたのか、

その結果どのように改善されたのか、事業成果や事業効果をお知らせする必要があります。また、

これらの周知活動を通じて、森林の持つ公益的機能や木材利用の意義について理解を深めてい

く必要があります。 

このため、県や市町だけでなく、税を活用している団体等も含め、さまざまな手法を活用した

周知活動に取り組むとともに、その活用成果について、県民の皆さんにお伝えします。 

（３）評価制度 

第三者によるみえ森と緑の県民税評価委員会において、実施した事業について、毎年度評価

検証を行い、必要に応じて事業の見直しを行います。これらの結果は、県民の皆さんに公表しま

す。 

（４）制度の見直し 

森林づくりには多くの時間を要することから、一定の事業が展開されてから効果の検証を行

う必要があるため、おおむね５年ごとに、または必要に応じてみえ森と緑の県民税評価委員会に

より評価・検証を行い、制度を見直します。 

 

４ 森林環境譲与税との棲み分け 
（１）使途の棲み分け 

国の森林環境譲与税は、森林の有する公益的機能の維持増進の重要性に鑑み、市町村及び都道

府県が実施する森林の整備及びその促進に関する施策の財源に充てるため、令和元年度に創設

されました。 

県では、「三重県における森林環境譲与税活用についての基本的な考え方」（91ページ参照）を

定めて市町と共有し、みえ森と緑の県民税と森林環境譲与税の使途を棲み分けて、両税を有効に

活用した森林づくりを進めています。 
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（２）森林環境税及び森林環境譲与税のしくみ 

森林環境譲与税は、令和元年度から市町村と都道府県に対して、私有林人工林面積、林業就業

者数及び人口による客観的な基準で按分して譲与されており、「森林環境税及び森林環境譲与税

に関する法律」に基づき、以下の取組に充てることとされています。 

（市町村） 間伐等の「森林の整備に関する施策」と人材育成・担い手の確保、木材利用の促

進や普及啓発等の「森林の整備の促進に関する施策」 

（都道府県）森林整備を実施する市町村の支援等 

なお、森林環境税は、令和６年度から個人住民税均等割の枠組みを用いて、国税として１人年

額1,000円が課税されており、森林環境譲与税の財源に充てられています。 

 

５ 評価方法の見直し 
令和６～７年度にかけて、より効果的・効率的な評価方法の確立に向けて評価委員会にお

いて議論を進め、令和８年３月、評価方法の見直しを行いました。 
評価方法については、今後も引き続き評価委員会における議論をふまえブラッシュアップ

アップを進めていきます。 
 

 

 

 

 

 

  

イラスト挿入予定 

〈「みえ森と緑の県民税」と「森林環境譲与税」の棲み分け〉

奥山

渓流沿い
森林
里山・竹林

生
活
圏

人
の
生
活
圏
と
の
距
離

遠

近

森林環境譲与税みえ森と緑の県民税使途区分

森林所有者による管理が見込め
ない森林の整備
例）森林経営管理制度に基づく森林整備

ー

森林整備

ー

災害に強い森林づくり
例）渓流沿いの危険木の除去や周辺の

森林整備、ライフラインや人家裏、
通学路沿いの危険木の伐採など

林業の担い手育成
例）「みえ森林・林業アカデミー」にお

ける林業人材の育成

森を育む人づくり
例）森林教育の指導者養成や森林教育

活動の推進、森林づくりボラン
ティア等の育成

人材育成

ー

森と人をつなぐ学びの場づくり
例）森林や木材について学び、ふれあ

う森林教育を実施するための環境
整備

普及啓発

公共建築物等の木造・木質化
例）地域材を利用した公共建築物等の木

造・木質化、木製品の導入
ー木材利用
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第２ 令和７年度基金事業の実績 

１ 税収等の実績 

（１）税収の実績 

（単位：千円） 

税収区分 
第２期 第３期 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

個人納税分 921,202 920,310 924,119 930,556 950,362 

法人納税分 196,488 195,463 194,673 197,322 197,805 

合計 1,117,690 1,115,773 1,118,792 1,127,878 1,148,167 

 

 

（２）基金の運用状況（積立・取崩） 

 令和７年度基金として、税収見込額、前年度の未積立額、過年度の滞納繰越分の未積

立額、令和５年度から令和６年度に繰り越した事業の不用額、運用益、寄附金の合計11

億6,348万６千円を積み立てました。ここに令和６年度末時点での基金残高を加えた額

から、10億7,835万８千円を取り崩して、令和７年度基金事業を実施し、令和７年度末時

点での基金残高は、６億363万４千円となりました。 

（単位：千円） 

基金積立等区分 
第２期 第３期 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

前年度末基金残高（Ａ） 186,352 243,217 219,292 294,271 518,506 

当年度 

基金 

積立 

税収見込額 1,092,000 1,106,000 1,096,000 1,110,000 1,129,000 

前年度の未積立額 14,839 15,172 1,810 15,457 10,214 

過年度の滞納繰越分

の未積立額 
10,517 7,963 7,335 7,664 7,704 

前前年度 

繰越事業の不用額 
29,635 20,088 45,359 13,482 6,828 

運用益 27 28 22 196 1,662 

寄附金 0 0 0 200,000 8,078 

基金積立合計（Ｂ） 1,147,018 1,149,251 1,150,526 1,346,799 1,163,486 

当年度基金取崩額（Ｃ） 1,090,153 1,173,176 1,075,547 1,122,564 1,078,358 

当年度末基金残高 

（Ａ）＋（Ｂ）－（Ｃ） 
243,217 219,292 294,271 518,506 603,634 

※ 四捨五入の関係で、合計が合わない場合があります。 
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（３）各事業の実績 

県において、みえ森と緑の県民税制度運営事業を含む８事業を実施しました。また

全29市町において、市町交付金事業を実施した結果、令和７年度基金事業の全体の実

績額は、10億7835万８千円となりました。 

（単位：千円） 

事業区分 実績額 

県営事業 

災害に強い森林づくり推進事業 353,030 

災害に強い森林再生事業 52,643 

森林情報基盤整備事業 98,357 

森を育む人づくりサポート体制整備事業 54,569 

みんなで取り組む三重の森づくり推進事業 9,747 

生物多様性推進事業 1,544 

森林とふれあう自然公園環境整備事業 28,639 

市町交付金事業 
連携枠 148,515 

基本枠 318,719 

みえ森と緑の県民税制度運営事業 12,595 

合計 1,078,358 

※「災害に強い森林づくり推進事業」「森林情報基盤整備事業」の実績額には、次年度への繰越額を

含みます。 

 
 
 
 
 
 
 
 

令和７年度基金の積立状況 令和７年度基金の取崩状況 

総額 
1,681,992 千円 

総額 
1,681,922 千円 

次年度以降活用額 
603,634 千円 

令和７年度基金事業実績額（取崩額） 
1,078,358 千円 

税収見込額 
1,129,000 千円 

令和６年度末 
基金残高 
518,506 千円 

前年度の 
未積立額 
10,214 千円 

過年度の滞納 
繰越分の未積立額 
7,704 千円 

前々年度繰越 
事業の不用額 
6,828 千円 

運用益 
1,662 千円 

寄附金 
8,078 千円 
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２ 事業の構成 
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令和７年度

基金事業実績額

1,078,358千円

３ 基本方針及び対策区分別実績額 

令和７年度基金事業の基本方針別、対策区分別の実績額は次のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

４ 実施主体別実績額 

県は、基本方針１のうち、対策区分１に重点的に取り組むとともに、事業効果が広範囲にもた

らされる対策や、県が実施することで効率化が図られる対策を進めました。 

市町は、地域の実情に応じたきめ細かな対策や、住民との直接的な関係が見込まれる身近な

対策に取り組みました。 

令和７年度基金事業の実施主体別の実績額は次のとおりです。 

 

 

 

 

  

  

 

 

 

基本方針１ 
災害に強い 
森林づくり 
816,078 千円 

基本方針２ 
県民全体で森林を支える 

社会づくり 
243,719 千円 

市町による基金積立 
5,966 千円 

対策区分１ 

土砂や流木による被害

を出さない森林づくり 

609,272 千円 

対策区分２ 

暮らしに身近な森林づくり 

206,806 千円 

対策区分３ 

森を育む人づくり 

82,707 千円 

対策区分４ 

森と人をつなぐ 

学びの場づくり  

72,051 千円 

対策区分５ 

地域の身近な 

水や緑の環境づくり 

88,961 千円 

制度運営（県） 
12,595 千円 

県営事業 
598,529 千円 

市町交付金事業 
461,268 千円 

市町による基⾦積⽴ 
5,966 千円 

令和７年度 
基金事業実績額 

1,078,358 千円 

制度運営（県） 
12,595 千円 
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第３ 令和７年度基金事業の実施状況と評価 

１ 総合評価 

評価委員会の評価・提言 

評価 

評価点 
評価 

事業内容(32) 情報発信(８) 合計(40) 

23 ５ 28 Ｂ 
取組が優れている 

提言 

県と市町の役割分担のもと、地域の実情に応じ、必要な事業に取り組まれていることは評
価できる。県と市町がより一層の連携強化を図りながら「県民税を活用した事業を行ううえ
での３原則」に沿った事業が展開されていくことを期待する。 

「災害に強い森林づくり」は、県民の生命や財産を守るうえで重要である。今後も引き続
き、着実に事業を推進されたい。 

「県民全体で森林を支える社会づくり」を進めていくためには、未来を担う子どもたちを
対象とした森林教育の取組が重要である。森林教育のさらなる推進に向けて、施設の木造・木
質化や木製品導入にあわせた森林教育の実施など効果的な取組の展開を図るとともに、学校
など教育現場とのより一層の連携強化に努められたい。 

認知度向上に向けた普及啓発にあたっては、県民税の必要性や成果、事業と基本方針との
関連性などの効果的な情報発信にあわせ、県民がより身近に自分事として捉えられるような
工夫が必要である。 

 

２ 県営事業 

（１） 災害に強い森林づくり推進事業 

① 災害緩衝林整備事業 

事業費 343,015,580円 

基本 
方針 １ 災害に強い森林づくり 

対策 
区分 １ 土砂や流木による被害を出さない森林づくり 

事業 
概要 

流木や土砂の流出による災害発生の恐れのある渓流沿いの森林において、流木や土砂の流

出に対して緩衝効果を発揮する一定幅の森林について調整伐等を実施し、緩衝機能を高める

森林整備を行います。 

また、それらの事業投入による効果を明らかにするために、科学的な視点での研究・調査

を実施します。 

＜事業の内容＞ 
〇 渓流内の倒木や枯損木、根の浮き上がった木、劣勢木等、流木の発生源となる危険木の伐採 

〇 渓流沿いの立木における調整伐 

〇 伐採木の山腹斜面での土砂止め等への利用、又は林外への搬出 

○ 事業の効果検証にかかる調査・研究（林業研究所及び大学との共同研究） 
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事業の実施状況 

実施箇所数 危険木等除去体積 調整伐面積 

27箇所（12市町） 1,666.3㎥ 70.56ha 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

＜災害緩衝林整備事業イメージ＞ 

実施前 実施後 

＜事業実施状況＞ 
渓流部の対策（津市河内谷ほか） 

＜事業実施状況＞ 
渓流部の対策（紀北町大谷平山） 

実施前 実施後 

実施前 実施後 

実施前 実施後

＜災害緩衝林整備事業イメージ＞
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評価委員会の評価・提言 

評価 

評価点 
評価 

事業内容(32) 情報発信(８) 合計(40) 

26 ５ 31 
Ｂ 

取組が優れている 

提言 

本事業により、台風や集中豪雨による渓流からの土砂や流木の発生が抑制され、災害の発
生を軽減する効果が期待できることが継続的な事業の検証結果からも認められ評価できる。 

また、事業実施前後における地元住民への回覧、各市町におけるパネル展示、ホームペー
ジを活用した情報発信のほか、伐採木の有効活用によるコスト縮減の取組も評価できる。 

近年気候変動に伴う豪雨等により大規模災害が全国各地で発生している。今後も引き続き、
治山ダムの設置など他の取組とも連携しながら、さらなる「災害に強い森林づくり」の推進に
努められたい。 

 

   

＜事業実施状況＞ 
渓岸部の対策（伊賀市布引） 

＜事業実施状況＞ 
山腹部の対策（大紀町滝ヶ谷） 

実施前 実施後 

実施前 実施後 
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② 土砂・流木緊急除去事業 

事業費 10,014,350円 

基本方針 １ 災害に強い森林づくり 

対策区分 １ 土砂や流木による被害を出さない森林づくり 

事業概要 

渓流内に異常に堆積した土砂や流木について、搬出・除去を行います。 

＜事業の内容＞ 

〇渓流内に異常に堆積した土砂や流木等の搬出・処理 

〇必要に応じて流木止めなどの簡易施設の設置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業の実施状況 

実施箇所数 土砂撤去体積 流木撤去体積 

１箇所（１町） 施工中 施工中 

 

評価委員会の評価・提言 

評価 

評価点 評価 

事業内容(32) 情報発信(８) 合計(40) 
Ｂ 

取組が優れている 
24 ５ 29 

提言 

渓流内に堆積した土砂や流木の流出を防止するうえで、有効な事業であると考えられる。 
情報発信については、各市町におけるパネル展示やホームページを活用した情報発信によ

り、県民の事業への理解が進むよう努めている点は評価できる。 
今後も、下流域住民の危機管理の観点から優先すべき箇所を選定して事業を実施し、豪雨

時における被害の軽減に努められたい。 

 

   

作 業 道

林道(既設

流域 
異常に堆積した⼟
砂や流⽊の除去 

⼟砂・流⽊緊急除去事業イメージ 

異常に堆積した
土砂や流木の

除去

〈土砂・流木緊急除去事業イメージ〉

流域

林道（既設）

渓流内に
異常に堆積した
土砂・流木

撤去後

作業道等
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（２）災害に強い森林再生事業 

事業費 52,643,284円 

基本 
方針 １ 災害に強い森林づくり 

対策 
区分 １ 土砂や流木による被害を出さない森林づくり 

事業 
概要 

シカの食害や気象害等による被害森林が増加すると、森林の有する公益的機能の低下が懸

念されることから、被害森林等の成林に向けた取組を支援するとともに、新植地においては

シカ等の鳥獣害対策を支援して確実に成林させることにより、公益的機能を早期かつ確実に

発揮させ、「災害に強い森林づくり」をめざします。 

＜森林防災機能回復支援事業＞ 
 早期に森林へ回復させるために必要な人工造林、下刈り、鳥獣害防止施設等の整備 

＜森林再生力強化対策事業＞ 

野生鳥獣の移動制御等を図るために実施する鳥獣害防止施設等の整備、補修 

 

 

 

 

 

 

 

事業の実施状況 

区分 数量 備考 

被害森林への植栽 3.37ha 大紀町 紀北町 

獣害防護柵の設置 24,041m 津市 松阪市 大台町 紀北町 熊野市 

獣害防護チューブの設置 52,380本 松阪市 伊賀市 紀宝町 

 

評価委員会の評価・提言 

評価 

評価点 
評価 

事業内容(32) 情報発信(８) 合計(40) 

21 ５ 26 
Ｃ 

取組が妥当である 

提言 

シカの食害や気象害により被害を受けた森林において、植栽、獣害防止施設の設置など再
造林の取組を一体的に支援する当事業は、森林の持つ土砂災害防止等の公益的機能の発揮に
向けて有効であると考えられる。 

また、森林を確実に更新するために、獣害防止施設の点検を義務化するなど適切な維持管
理に取り組んでいる点は評価できる。 

今後も、健全な森林への早期再生に向けて、継続的な保育への支援に努められたい。 

＜森林再生力強化対策事業＞ 
獣害防護柵設置による獣害対策 

＜森林防災機能回復支援事業＞ 
被害森林の植栽及び獣害防護チューブ設置 
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（３）森林情報基盤整備事業 

事業費  98,356,600円 

基本 
方針 １ 災害に強い森林づくり 

対策 
区分 １ 土砂や流木による被害を出さない森林づくり 

事業 
概要 

航空レーザ測量の実施によるデータ取得と森林資源解析により、早急に整備が必要な森林

の抽出等を行います。また、県ホームページ等を活用して情報発信を行います。 

＜事業の内容＞ 
〇航空レーザ測量（レーザ照射点密度４点/m2）3400㎢（34万ha） 

（三次元計測データ、グリッドデータ、写真地図データ、等高線データ等を作成） 

〇森林資源解析 3400㎢（34万ha） 

（林相区分データ作成、単木解析、林分解析（平均胸高直径、平均樹高、平均形状比、立木本数密

度、収量比数等）データ作成） 

○成果品：森林GISの主題図として、傾斜区分図、立体地形表現図、森林資源解析図を作成 

 

事業の実施状況 

区分 実施面積 備考 

航空レーザ測量 27,287ha 鈴鹿市 亀山市 津市 松阪市 多気町 明和町 大台町 玉城町 大紀町 伊賀市 

森林資源解析 26,928ha 亀山市 津市 松阪市 多気町 明和町 大台町 伊勢市 玉城町 大紀町 伊賀市 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評価委員会の評価・提言 

評価 

評価点 
評価 

事業内容(32) 情報発信(８) 合計(40) 

23 ６ 29 
Ｂ 

取組が優れている 

提言 

森林資源情報の整備は、「災害に強い森林づくり」を効果的に推進していくために重要であ
ると考えられる。 

また、森林資源情報を視覚的に分かりやすい形で整備するとともに、Web上での公開、市町
や林業事業体を対象とした講義の開催など、積極的に情報発信している点は評価できる。 

県内全域における森林資源情報の把握に向けて、今後も航空レーザ測量によるデータ取得と
森林資源解析を進めるとともに、これまでの成果を有効活用したさらなる取組の展開に期待す
る。 

＜航空レーザ測量成果の一例 立体地形表現図＞ 
従来の地形図よりも詳細な地形情報が取得できます。 

スギ 

＜航空レーザ測量成果の一例 相対幹距比＞ 

単木情報を林分単位（10ｍ×10ｍ）に集約し、面的に森林の 

状態を把握することができます（面積当たりの材積毎に着色）。 
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＜森林教育イベントの開催＞ 
第４回みえ森林教育シンポジウム 

＜森林教育イベントの開催＞ 
こども森の写真教室 

（４）森を育む人づくりサポート体制整備事業 

 ①みえ森林教育ビジョン推進事業 

事業費 18,258,847円 

基本 
方針 ２ 県民全体で森林を支える社会づくり 

対策 
区分 ３ 森を育む人づくり 

事業 
概要 

みえ森林教育ビジョンを実現するため、森林教育の裾野を広げ、子どもから大人まで一貫

した教育体制を構築し、主体的・対話的で深い学びの充実を図るためのイベントや講座の開

催、みえ森林ワークブックの作成などの森林教育プログラムを展開します。 

＜事業の内容＞ 
〇森林教育イベント「みえ森林教育シンポジウム」「みえの森フォトコンテスト」の開催 

〇森林教育プログラムの実践（講座の開催、アドバイザー派遣、副読本・ワークブック等の配布） 

 

事業の実施状況 

区分 回数・箇所数 延べ参加人数等 備考 

みえ森林教育シンポジウムの開催 １回 257人 令和８年１月31日 

みえ森林教育プログラムの発行 １回 
810箇所 

（配付箇所） 
令和８年２月 

各種講座の開催 ３回 25人 
子供向け１回 

企業向け２回 

みえ森林教育アドバイザー派遣 ３園 55名  

小学生向け冊子の発行 １回 
343校 

（配付校数） 

副読本：県内小学５年生の児

童に配付 

ワークブック：県内の小学

５、６年生の児童に配付 
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評価委員会の評価・提言 

評価 

評価点 
評価 

事業内容(32) 情報発信(８) 合計(40) 

24 ７ 31 
Ｂ 

取組が優れている 

提言 

林業従事者にとどまらず、木材など森林の恵みを暮らしに取り入れる消費者、森林と人と
のかかわりについて伝える指導者など、さまざまな形で森林とかかわる人を育み、「県民全体
で森林を支える社会づくり」を進めるうえで、重要な事業であると考えられる。 

森林を大切に思い育む意識を県民に啓発し浸透させていくためには、長期的視点に立った
戦略と、それをふまえた着実な取組の継続が重要である。 

今後も学校など教育現場との連携を強化しながら、森林教育の輪を広げていくことを期待
する。  

＜森林教育プログラムの実践＞ 
（子供向け講座）ジュニアフォレスター 

育成講座 

＜森林教育プログラムの実践＞ 
（企業向け講座）製材工場視察 

＜森林教育プログラムの実践＞ 
みえ森林教育プログラムの発行 

＜森林教育プログラムの実践＞ 
みえ森林ワークブックの発行 
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②みえ森づくりサポートセンター運営事業 

事業費 28,217,391円 

基本 
方針 ２ 県民全体で森林を支える社会づくり 

対策 
区分 ３ 森を育む人づくり 

事業 
概要 

学校や地域で実施される森林教育や森づくり活動にかかる相談窓口となる「みえ森づくり

サポートセンター」を運営し、森林教育や森づくり活動に対する広域的・総合的なサポート

を行います。 

＜事業の内容＞ 
〇森林教育への理解を深める講座の開催 

○森林教育指導者の育成（「森のせんせい」登録、森の学校、物品貸出） 

○学校等における森林教育活動の支援（出前事業、コーディネート、木材に親しむ場づくり） 

○森づくり活動の支援（コーディネート、技術支援、「森づくり活動団体」の登録） 

○森林教育・森づくりに関する情報発信（季刊誌の発行、ホームページ、SNS等を活用した情報発信） 

 

事業の実施状況 

区分 実施回数 備考 

森林教育への理解を深める講座の開催 10回 

みえ森林教育講座      ５回 

森のせんせい養成講座    ４回 

学校教職員森林環境教育研修 １回 

森の学校 21回  

森林教育出前授業 10回  

ミエトイ・キャラバン ７回  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜森のせんせい養成講座＞ 

LEAF ローカルインストラクター編             木育インストラクター編 

－16－ －17－



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評価委員会の評価・提言 

評価 

評価点 
評価 

事業内容(32) 情報発信(８) 合計(40) 

24 ６ 30 
Ｂ 

取組が優れている 

提言 

さまざまな活動を通じて「森を育む人づくり」が進められており、中でも「森林教育出前
授業」については、子どもたちの森林への行動変容を促す有効な取組であると考えられる。 

また、学校等からの相談に応じたコーディネート業務により、森林教育や森づくり活動の
促進が図られるとともに、広報誌やホームページ、SNSなど、さまざまな媒体を活用した情報
発信を行っていることも評価できる。 

今後も、事後アンケートの実施等により、取組の効果や課題を把握しながら事業のブラッ
シュアップを図るとともに、学校など教育現場における森林教育のさらなる展開を期待す
る。 

 

   

＜学校教職員森林環境教育講座＞ 

屋外の樹木を活用した実践的な講義 

＜出前授業（豊浜西小学校）＞ 

丸太切り体験 

＜出前授業（粥見小学校）＞ 

森の土の保水力に関する実験 

＜森の学校＞ 

木の実の工作 

－18－ －19－



③みえ森林教育ステーション運営・整備事業 

事業費 8,093,093円 

基本 
方針 ２ 県民全体で森林を支える社会づくり 

対策 
区分 ４ 森と人をつなぐ学びの場づくり 

事業 
概要 

県民の皆さんがいつでも安心して利用できる常設の森林教育施設の運営や認定、整備を進

めるとともに、これらの施設を活用した森林教育活動を展開します。 

＜事業の内容＞ 
〇「三重県民の森みえ森林教育ステーション」の運営 

○森林教育ステーションの認定と活用支援 

○三重県林業研究所における「みえ森林教育ステーション」の整備 

事業の実施状況 

区分 数量 備考 

三重県民の森みえ森林教育ステーション 

利用人数 
11,080人  

みえ森林教育ステーションの認定 ８施設 新たに認定した施設数 ※累計48施設 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評価委員会の評価・提言 

評価 

評価点 
評価 

事業内容(32) 情報発信(８) 合計(40) 

24 ６ 30 
Ｂ 

取組が優れている 

提言 

県が運営する「三重県民の森みえ森林教育ステーション」では、季節にあわせた多様なイ
ベントが開催され、１万人を超える県民に利用されるとともに、林業研究所においては、継続
的に「みえ森林教育ステーション」の整備が実施されている。 

また、市町の子育て支援センターや民間施設等を新たに「みえ森林教育ステーション」に
認定するなど、取組が着実に拡大している点について評価できる。 

「みえ森林教育ステーション」におけるイベントや整備の充実に加え、利用促進を図るた
めの効果的な情報発信や認知度向上に向けたさらなる工夫に期待する。 

 

＜三重県民の森みえ森林教育ステーションの運営＞ 
「木育ひろば」 

＜みえ森林教育ステーションの認定＞ 
松阪市森林公園 

－18－ －19－



（５）みんなで取り組む三重の森づくり推進事業 

事業費 9,746,513円 

基本 
方針 ２ 県民全体で森林を支える社会づくり 

対策 
区分 ４ 森と人をつなぐ学びの場づくり 

事業 
概要 

児童・生徒を対象とした「みえの森づくりポスターコンクール」のほか、県民が森林を

身近なものとして感じ、学べる場として「森林フェスタ」を開催するなど、県民が森を育

む意識の醸成を図ります。また、県民、企業による森づくり活動の機会や場の提供を通じ

て、県民による森づくり活動の促進を図ります。あわせて、企業・NPO・関係団体・行政な

どで構成する「三重の森づくりネットワーク」会員の活動及び交流を通じて「三重の森づ

くり運動」を展開し、全国植樹祭の令和13年招致に向けた気運を醸成します。 

＜事業の内容＞ 
〇「森林フェスタ」の開催 

○「みえの森づくりポスターコンクール」の開催 

○「三重の森づくりネットワーク」会員の活動及び交流を通じた「三重の森づくり運動」の展開 

事業の実施状況 

区分 数量 備考 

みえの森づくりポスターコンクール応募者数 257名 小学生89 中学生164 高校生４ 

森林フェスタの開催 １回 
令和７年10月12日(日)  

三重県立熊野古道センター 来場者数 約800名 

三重の森づくりネットワーク参加団体数 78団体 企業10 NPO19 関係団体16 行政33 

 

 

 

 

 

 

 

 

評価委員会の評価・提言 

評価 

評価点 
評価 

事業内容(32) 情報発信(８) 合計(40) 

24 ５ 29 
Ｂ 

取組が優れている 

提言 

森林や木と親しむ機会となる「森林フェスタ」の開催は、県民の森林を慈しむ心を育み、
「森を育む人づくり」を進めるうえで有効であると考えられる。今後の継続的な開催と積極
的な周知・広報に努めるとともに、特に未来を担う子どもたちを巻き込んだプログラムの充
実について工夫されたい。 
「三重の森づくりネットワーク」については、認知度向上に向けたPRにあわせ、新規会員 

の募集について広く周知しネットワークの拡大を図るとともに、ネットワークを中心とした
県民参加の森づくり活動のさらなる展開を図り、招致を予定している令和13年全国植樹祭の
気運醸成につなげていくことを期待する。 

左：＜みえの森づくり 

ポスターコンクール＞ 

小学生の部特選 

中：＜みえの森づくり 

ポスターコンクール＞ 

   中学生の部特選 

右：＜森林フェスタ＞ 

会場の様子 

－20－ －21－



（６）生物多様性推進事業 

事業費 1,543,921円 

基本 
方針 ２ 県民全体で森林を支える社会づくり 

対策 
区分 ５ 地域の身近な水や緑の環境づくり 

事業 
概要 

県民の皆さんや事業者の生物多様性に関する正しい理解を促進するため、生物多様性に関

する普及啓発を行うとともに、生物多様性の重要な指標の一つである希少種の生息状況を明

らかにするための情報収集、調査を行い、得られた成果を事業者等による生物多様性保全へ

の配慮の促進に活用します。また、自然環境保全団体や専門家と連携しながら、生物多様性

の保全に向けた取組を推進します。 

＜事業の内容＞ 
〇野生生物生息状況調査の実施 

○絶滅のおそれを評価するべき野生生物リスト内の種の調査 

○合同調査や専門家の派遣などによる、自然環境保全活動の支援 

○生物多様性に関する観察会や講話等の実施 

事業の実施状況 

区分 数量 備考 

野生生物の生息状況調査 308地点 ガン類、カモ類、ハクチョウ類、カワウ 

自然環境保全活動の支援 19活動 
マメナシ、ギフチョウ、シロチドリ、ウシモツゴ、

ハマナツメ、ツクシナルコ など 

生物多様性に関する観察会や講

話等の開催 
８回  

 

 

 

 

評価委員会の評価・提言 

 

評価 

評価点 
評価 

事業内容(32) 情報発信(８) 合計(40) 

23 ５ 28 
Ｂ 

取組が優れている 

提言 

森林の多面的機能の一つである生物多様性は、私たちの暮らしを支える欠かせないもので
あり、公益性が認められるほか、希少野生動植物等の生息地の明確化や生息状況の調査は、開
発行為と自然環境との調和を図るためにも有効であると考えられる。 

引き続き、県民の豊かな生活に寄与する生物多様性の保全に向けた持続的な取組を展開さ
れたい。 

また、情報発信については、生物多様性の重要性が県民に分かりやすく届くよう、インタ
ーネットやSNSを活用しながら積極的な発信に取り組むとともに、観察会の開催等を通じて学
ぶ機会を創出するなど、さらなる工夫に努められたい。 

 

左：＜野生生物の生息状況調査＞ 
ダイワハウス生き物観察会 

 

右：＜自然環境保全活動への支援＞ 
マメナシの保全活動 

－20－ －21－



（７）森林とふれあう自然公園環境整備事業 

事業費 28,638,848円 

基本 
方針 ２ 県民全体で森林を支える社会づくり 

対策 
区分 ５ 地域の身近な水や緑の環境づくり 

事業 
概要 

地域のNPOや団体、市町等と連携し自然公園の園地や自然歩道等を活用して実施する森林

教育のイベントやガイドツアー等を実施します。また、そのフィールドとなる自然公園の園

地や自然歩道等において、施設の点検や安全確認を行い、安全・安心に利用できるよう、サ

イン標識や看板の設置、歩道整備や転落防止柵等の改修などに取り組みます。 

事業の実施状況 

区分 実施回数 備考 

森林教育イベント・自

然観察ツアーの開催 
30回 

参加人数434人 

※うち５回（63名参加）のイベント・ツアーにおいて、施 

設の整備体験を実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評価委員会の評価・提言 

評価 

評価点 
評価 

事業内容(32) 情報発信(８) 合計(40) 

23 ５ 28 
Ｂ 

取組が優れている 

提言 

本事業で実施されている自然観察ツアーや森林教育イベントは、森林教育を推進していくう
えで効果的である。また、参加者自らが自然公園の利用環境の整備に取り組むイベントは、県
民の森林や自然公園への愛着を育む有効な取組であると考えられる。 

県民が自然との共生を学ぶ場の創出に向けて、魅力的なツアーやイベントの開催に努めると
ともに、ツアーやイベントの参加者だけでなく、県民にも広く事業の効果が波及するよう、今
後もインターネットやSNSを活用した積極的な情報発信に取り組まれることを期待する。 

＜森林教育イベント＞ 
参加者による植樹 

＜自然観察ツアー＞ 
ガイドからの説明状況 
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３ 市町交付金事業 

（１）みえ森と緑の県民税市町交付金（連携枠）事業 

 ①流域防災機能強化対策事業 

事業費 78,211,100円 

基本 
方針 １ 災害に強い森林づくり 

対策 
区分 １ 土砂や流木による被害を出さない森林づくり 

事業 
概要 

人家等の保全対象から概ね２㎞以内の渓流沿いの森林であって、適正な管理がされてお

らず、流木や土砂の流出により下流に被害を及ぼす恐れがあり、以下のいずれかに該当す

る森林を対象に、市町が、森林所有者と当該森林の管理及び施業方法等について定めた協

定を締結したうえで、間伐等の森林整備を実施します。 

＜事業の内容＞ 
○間伐等（災害緩衝林一体型） 

みえ森と緑の県民税を活用して県が実施する災害緩衝林整備事業の整備範囲の森林と一体的に整

備することで、防災機能をより強化することができる森林 

○間伐等（環境林・特定水源地域） 

県ゾーニングが環境林、または三重県水源地域の保全に関する条例に規定する特定水源地域とし

て指定されている森林 

事業の実施状況 

実施市町数 整備面積  備考 

９市町 

(災害緩衝林一体型) 

 28.84ha 

(環境林・特定水源地域) 

132.10ha 

津市、多気町、大台町、志摩市、度会町、 

名張市、伊賀市、熊野市、紀宝町 

 

 

  

 

 

   

 

 

   

 

 

 

 

＜流域防災機能強化対策事業イメージ＞ 

流域全体の防災機能を強化 

流域防災機能強化対策事業

の整備区域 

災害緩衝林整備事業

の整備区域 

実施前 実施後 実施前 実施後

災害緩衝林整備事業の
整備区域

流域防災機能
強化対策事業の
整備区域

流域全体の防災機能を強化

〈流域防災機能強化対策事業イメージ〉
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評価委員会の評価・提言 

評価 

評価点 
評価 

事業内容(32) 情報発信(８) 合計(40) 

25 ５ 30 
Ｂ 

取組が優れている 

提言 

当事業は、県営事業である「災害緩衝林整備事業」と一体的に取り組み、その周辺の森林
を防災上、面的に整備することで、下層植生や根系の発達による減災効果が期待でき評価で
きる。 

近年気候変動に伴う豪雨等により大規模災害が全国各地で発生している。今後も引き続き、
治山ダムの設置など他の取組とも連携しながら、さらなる「災害に強い森林づくり」の推進に
努められたい。 

 

 

   

＜根系や下層植生の発達を促す森林整備＞ 
 

実施前 実施後 

－24－ －25－



②災害からライフラインを守る事前伐採事業 

事業費 70,055,720円 

基本 
方針 １ 災害に強い森林づくり 

対策 
区分 ２ 暮らしに身近な森林づくり 

事業 
概要 

台風等の倒木被害によりライフラインを寸断する恐れのある危険木の事前伐採に、電力会

社等と連携して取り組む市町に対して支援します。 

＜負担割合＞ 

 ライフライン事業者1/2、県1/2 

＜事業の内容＞ 
○伐採調査 

事業の対象となる箇所において、伐採施工前に実施する、施工範囲などの現地調査や、伐採対象木の

所有者の確定及び承諾交渉。また、図面及び設計根拠資料の作成等。 

○伐採施工 

事業の対象となる箇所における、配電線などのライフラインを寸断する恐れのある樹木や枝葉の伐採

や集積等。 

 

事業の実施状況 

実施市町数 伐採本数 備考 

14市町 5,111本 
鈴鹿市、亀山市、東員町、菰野町、津市、松阪市、多気町、 

大台町、鳥羽市、度会町、大紀町、名張市、伊賀市、尾鷲市 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

実施前 実施後 

＜ライフラインを寸断する恐れのある樹木の事前伐採（鈴鹿市）＞ 
 

事業のイメージ図

山林（対象地） 道路区域

倒木の恐れのある立木

電柱・電線等の
ライフライン

山林（対象地） 道路区域

主要なライフラインが
保全され、県民生活の
安全・安心を確保

－24－ －25－



 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

評価委員会の評価・提言 

評価 

評価点 
評価 

事業内容(32) 情報発信(８) 合計(40) 

24 ６ 30 
Ｂ 

取組が優れている 

提言 

当事業は、県民の暮らしを守るうえで重要であり、市町やライフライン事業者にとっても有効
と考えられ評価できる。一方、樹木の伐採に伴い、山腹崩壊等による災害が発生することがない
よう、現場状況に応じた伐採方法の選択や工夫、広葉樹の植栽等の配慮が必要である。 

今後は県から積極的に技術的助言を行うなど、市町、ライフライン事業者との連携を強化しな
がら、さらなる事業の推進に努められたい。 

 

   

実施前 実施後 

＜ライフラインを寸断する恐れのある樹木の事前伐採（尾鷲市）＞ 

－26－ －27－



③県民参加の植樹祭事業 

事業費 247,856円 

基本 
方針 ２ 県民全体で森林を支える社会づくり 

対策 
区分 ４ 森と人をつなぐ学びの場づくり 

事業 
概要 

県民が植樹等の森づくり活動を体験できる「県民参加の植樹祭」を、市町が県と連携して

開催します。また、必要に応じて、森林や森づくり活動への理解を深めるための行事をあわ

せて開催できるものとします。 

事業の実施状況 

区分 数量 備考 

県民参加の植樹祭の開催 １回 令和７年10月22日（水）尾鷲市九鬼町地内 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評価委員会の評価・提言 

評価 

評価点 
評価 

事業内容(32) 情報発信(８) 合計(40) 

24 ６ 30 
Ｂ 

取組が優れている 

提言 

県民参加の植樹祭の開催は、自ら木を植える体験を通じて、県民の森林を慈しむ心を育み、
「森を育む人づくり」を進めるうえで有効であると考えられる。  

招致を予定している令和13年全国植樹祭の気運醸成に向けて、開催にあたっては、その他
イベントとの併催等により、県民に広く事業効果が波及するよう努めるとともに、開催後は
植樹祭当日の様子や開催意義等について、積極的な情報発信に取り組まれたい。 

 

   

＜県民参加の植樹祭＞ 
植樹祭の開催状況 

－26－ －27－



（２）みえ森と緑の県民税市町交付金（基本枠）事業 

事業費 318,719,381円 

基本 
方針 １、２ 

対策 
区分 １～５ 

事業 
概要 

森林所有者や事業者、森林づくりに取り組む団体等と主体的に接点を持ちながらパートナ

ーシップを築き、地域の森林づくりのリード役となる市町が、市町交付金を活用することで、

地域の実情に応じて創意工夫して森林づくり等の施策を展開します。 

＜事業費の配分等＞ 
１市町あたり500万円の均等配分と、森林面積配分、人口配分の３つの配分方法を組み合わせた「基

本枠交付金」を交付します。（森林面積が100ha未満または森林率が10%未満である市町には、要望に

基づき、５年間で900万円を上限に加算することができます。） 

市町は、この交付金を財源に、県民税を活用した事業を行ううえでの３原則を満たし、森林環境譲

与税と使途を棲み分けたうえで、地域の実情に応じた森林づくりなどに取り組みます。また、第３

期の期間に実施する事業の財源に充てるための基金積立も交付の対象とします。 

 

事業の実施状況 

対策区分 市町数 事業数 事業費 備考 

１ ２市町 ２事業 27,031,100円  

２ 20市町 33事業 136,750,253円 基金活用額 750,000円 

３ 19市町 34事業 36,231,079円  

４ 15市町 22事業 53,964,012円 基金活用額 6,735,000円 

５ 12市町 17事業 58,777,098円  

基金積立 ２市  5,965,839円  

計  108事業 318,719,381円 基金活用額 7,485,000円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜対策区分１：土砂や流木による被害を出さない森林づくり＞ 

流倒木撤去事業（大紀町） 

実施前 実施後 

－28－ －29－



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜対策区分２：暮らしに身近な森林づくり＞ 

暮らしを守る森林保全事業（鈴鹿市）           危険木伐採事業（伊賀市）   

＜対策区分３：森を育む人づくり＞ 

森と木材のふれあい事業（森林づくり協議会） 

（亀山市） 

＜対策区分４：森と人をつなぐ学びの場づくり＞ 

保育園木育推進事業（松阪市） 木とふれあう学校環境づくり事業（尾鷲市） 

パートナーシップ協定に基づく森林環境教育事業 

（津市） 

－28－ －29－



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

評価委員会の評価・提言 

評価 

評価点 
評価 

事業内容(32) 情報発信(８) 合計(40) 

23 ５ 28 
Ｂ 

取組が優れている 

提言 

市町が、地域の実情に応じて創意工夫しながら、県民にとって必要な事業に取り組まれていることは
評価できる。事業実施後は、目的の達成度、情報発信の有効性について検証し、今後の取組につなげて
いくことが重要である。 

人家裏や通学路沿いにおける危険木の伐採を行う際は、山腹崩壊等による災害が発生することがな
いよう、現場の状況に応じた伐採方法の選択や工夫、広葉樹の植栽等の配慮が必要である。 

施設の木造・木質化や木製品の導入については、導入後の継続的な森林教育の実施が重要であること
から、森林教育の計画を明確にしたうえでの実施を徹底されたい。 

事業別実績書の作成にあたっては、評価に必要となる情報を漏れなく記載するとともに、複数年にわ
たって実施する事業においては、事業の全体像や進捗状況を明らかにするなど、引き続き丁寧かつ分か
りやすい資料づくりを徹底されたい。 

各市町において「県民税を活用した事業を行ううえでの３原則」に沿った事業が展開され、県民税に
ついて効果的な情報発信が行われるよう、県と市町の連携強化に努められたい。 

 

＜対策区分５：地域の身近な水や緑の環境づくり＞ 

＜市町による県民税の周知取組状況＞ 

ふるさとの樹木（名木古木）保存活用事業補助事業 

（鈴鹿市） 

どんとこい大台祭りでの県民税 PR 

（大台町） 
イベント開催時における県民税 PR 

（津市） 

中村公園ほか整備事業 

（尾鷲市） 

－30－ －31－



４ みえ森と緑の県民税制度運営事業 

事業費 12,595,200円 

基本 
方針  － 

対策 
区分  － 

事業 
概要 

・みえ森と緑の県民税評価委員会の開催 

・さまざまな媒体（ラジオ、広報誌、インターネットなど）を活用した情報発信 

 

事業の実施状況 

区分 回数 備考 

みえ森と緑の県民税評価委員会 ４回 
令和７年７月22日・令和７年９月１日 

令和８年１月29日・令和８年３月23日 

事業成果発表会 １回 令和７年11月11日 

オリジナルラジオ番組 

FM三重「みえ森と緑の探検隊」 
13回 令和７年７月31日～10月23日 

TVerにおけるPR動画表示回数 179,126回 令和８年１月１日～１月31日 

ジオフィールドにおける 

PR動画表示回数 
176,835回 令和７年11月１日～30日 

APP-LOGにおけるPR動画表示回数 261,529回 令和７年12月１日～31日 

中日新聞特集紙面 １回 令和７年10月25日 

木に親しむ親子バスツアーの開催 １回 令和７年９月20日 

イベントブース出展 ６回 

令和７年８月24日   三重トヨペット感謝祭 

令和７年10月4～5日  津松菱 

令和７年10月12日   みえ森林フェスタ2025尾鷲 

令和７年10月21日   マルタピア秋季いが材まつり市 

令和７年10月25～26日 住まいと暮らしの総合フェア 

令和７年11月１日   津市農林水産まつり 

三重テレビ番組 

「全国高等学校野球選手権三重県

大会」 

10試合 令和７年７月５日～26日 

子育て情報誌「あんふぁん」 １回 令和７年11月号 

県有施設におけるパネル展示 10回  

リーフレット・チラシ・ポスター

配架・掲示 
随時 県内コンビニ・イオン・マックスバリュ・県庁舎等 

 

 

 

 

 

 

 

 
＜第１回みえ森と緑の県民税評価委員会＞ 

令和６年度基金事業を評価 

<事業成果発表会> 
市町交付金事業の優良事例を発表 

－30－ －31－



   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評価委員会の評価・提言 

評価 

評価点 
評価 

事業内容(32) 情報発信(８) 合計(40) 

23 ６ 29 
Ｂ 

取組が優れている 

提言 

ラジオ、新聞、インターネット、親子体験バスツアーの開催など、さまざまな世代に届くよう
工夫しながら普及啓発に取り組んでいることは評価できる。  

認知度向上に向けた普及啓発にあたっては、常に効果を検証し改善に向けた分析を実施しなが
ら、より効果的に展開するとともに、県民税の必要性や成果を分かりやすく伝え、県民の理解や
共感を得られるよう努められたい。 

 

＜木に親しむ親子バスツアー＞ 
製材所の見学 

＜パネル展示＞ 名張市役所 ＜パネル展示＞ 県伊賀庁舎 

＜イベントブース出展＞  
住まいと暮らしの総合フェア 

－32－ －33－



第４ 資料編 

１ 令和７年度基金事業の実績 

［県営事業］ 

１．災害に強い森林づくり推進事業 

市町別総括表 

市町名 

災害緩衝林整備事業 土砂・流木緊急除去事業 

危険木 

除去 

(m3) 

調整伐 

(ha) 

工事費 

(千円) 
備考 

土砂除去 

(m3) 

流木除去 

(m3) 

工事費 

(千円) 
備考 

四日市市 ― ― ― ― ― ― ― ― 

桑名市 ― ― ― ― ― ― ― ― 

鈴鹿市 ― ― ― ― ― ― ― ― 

亀山市 243.0 11.75 31,313 完了 ― ― ― ― 

いなべ市 ― ― ― ― ― ― ― ― 

木曽岬町 ― ― ― ― ― ― ― ― 

東員町 ― ― ― ― ― ― ― ― 

菰野町 ― ― ― ― ― ― ― ― 

朝日町 ― ― ― ― ― ― ― ― 

川越町 ― ― ― ― ― ― ― ― 

津市 282.3 6.18 23,651 一部施工中 ― ― ― ― 

松阪市 32.0 0.23 4,704 一部施工中 ― ― ― ― 

多気町 ― ― ― 施工中 ― ― ― ― 

明和町 ― ― ― ― ― ― ― ― 

大台町 324.0 0.00 9,120 完了 ― ― ― ― 

伊勢市 ― ― ― ― ― ― ― ― 

鳥羽市 ― ― ― ― ― ― ― ― 

志摩市 ― ― ― ― ― ― ― ― 

玉城町 ― ― ― ― ― ― ― ― 

度会町 42.0 4.86 10,681 一部施工中 ― ― ― ― 

大紀町 71.3 7.43 19,352 完了 ― ― ― ― 

南伊勢町 ― ― ― ― ― ― ― ― 

名張市 ― ― ― ― ― ― ― ― 

伊賀市 438.6 29.21 66,816 完了 ― ― ― ― 

尾鷲市 ― ― ― ― ― ― ― ― 

紀北町 126.0 4.28 15,665 完了 ― ― ― ― 

熊野市 ― ― ― 施工中 ― ― ― ― 

御浜町 85.4 3.41 8,360 完了 ― ― ― 施工中 

紀宝町 21.7 3.21 4,990 完了 ― ― ― ― 

合計 1666.3 70.56 194,652 ― ― ― ― ― 

－32－ －33－



（１）災害緩衝林整備事業 実施箇所一覧表 

市町 大字等 地区名 
危険木除去 

（m3） 

調整伐 

(ha) 
進捗状況 

亀山市 加太板屋 休小場 20.0 0.52 完了 

亀山市 加太板屋 瀬戸ヶ澤 31.0 1.23 完了 

亀山市 加太中在家 上ノ垣内 64.0 2.72 完了 

亀山市 白木町 北河内 128.0 7.28 完了 

津市 榊原町 河内谷ほか 104.0 4.17 完了 

津市 芸濃町河内 黒曽ほか 168.0 1.06 完了 

津市 美杉町奥津 須郷谷ほか 10.3 0.95 完了 

津市 白山町福田山 滝坂ほか ― ― 施工中 

松阪市 嬉野小原 オタテほか 32.0 0.23 完了 

松阪市 大石 滝谷 ― ― 施工中 

松阪市 山室 観音谷１ ― ― 施工中 

松阪市 山室 観音谷２ ― ― 施工中 

松阪市 阿坂町 大谷 ― ― 施工中 

多気町 車川 鹿添 ― ― 施工中 

大台町 小切畑 桧木谷 324.0 0.00 完了 

度会町 長原 西北山 42.0 4.86 完了 

大紀町 崎 滝ヶ谷 71.3 7.43 完了 

度会町 長原 北山 ― ― 施工中 

伊賀市 島ヶ原 奥田 97.1 6.07 完了 

伊賀市 上阿波 ローノ谷 29.3 10.22 完了 

伊賀市 鳳凰寺 オカノマエ 32.4 3.76 完了 

伊賀市 坂下 布引 249.4 5.67 完了 

伊賀市 諸木 滝谷２ 30.4 3.49 完了 

紀北町 矢口浦 大谷平山 126.0 4.28 完了 

御浜町 神木 野田ノ谷 85.4 3.41 完了 

紀宝町 北桧杖 峯 21.7 3.21 完了 

熊野市 育生町粉所 内尾谷 ― ― 施工中 

合計 12市町 27箇所 1666.3 70.56 ― 

※令和８年３月31日現在 

 
（２）土砂・流木緊急除去事業 実施箇所一覧表 

市町 大字等 地区名 
危険木除去 

（m3） 

調整伐 

(ha) 
進捗状況 

御浜町 上市木 久米谷 ― ― 施工中 

合計 １町 １箇所 ― ― ― 

※令和８年３月31日現在 

 

－34－ －35－



（３） 効果検証にかかる調査・研究事業 
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２．災害に強い森林再生事業 

市町別総括表 

市町名 
森林防災機能 

回復支援事業 

森林再生力 

強化対策事業 
備考 

四日市市    

桑名市    

鈴鹿市    

亀山市    

いなべ市    

木曽岬町    

東員町    

菰野町    

朝日町    

川越町    

津市  獣害防護柵 6,567m  

松阪市  
獣害防護柵 4,399m 

獣害防護チューブ 51,430本  
 

多気町    

明和町    

大台町  獣害防護柵 1,555m  

伊勢市    

鳥羽市    

志摩市    

玉城町    

度会町    

大紀町 植栽 2.23ha   

南伊勢町    

名張市    

伊賀市  獣害防護チューブ 600本   

尾鷲市     

紀北町 植栽 1.14ha  獣害防護柵 7,730m   

熊野市  獣害防護柵 3,790m   

御浜町    

紀宝町  獣害防護チューブ 350本  

バッファ等    

合計 植栽 3.37ha 
獣害防護柵     24,041m 

獣害防護チューブ 52,380本 
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３．森林情報基盤整備事業 

市町別総括表 

市町名 
航空レーザ 

測量（ha) 

森林資源 

解析(ha) 
令和７年度末時点での進捗状況 

四日市市   測量・解析一部完了 

桑名市   測量・解析一部完了 

鈴鹿市 96  測量・解析一部完了 

亀山市 2,573 660 測量・解析一部完了 

いなべ市   測量・解析一部完了 

木曽岬町 ― ― 民有林なし 

東員町   未着手 

菰野町   測量・一部完了 

朝日町   未着手 

川越町 ― ― 民有林なし 

津市 8,090 2,153 測量・解析一部完了 

松阪市 6,690 6,690 測量・解析完了 

多気町 6,231 8,010 測量・解析一部完了 

明和町 31 31 測量・解析一部完了 

大台町 696 1,683 測量・解析完了 

伊勢市  703 測量・解析一部完了 

鳥羽市   未着手 

志摩市   未着手 

玉城町 1,611 2,903 測量・解析一部完了 

度会町   測量・解析完了 

大紀町 1,023 4.068 測量・解析完了 

南伊勢町   測量・解析完了 

名張市    測量・解析完了 

伊賀市 246 27 測量・解析完了 

尾鷲市   測量・解析完了 

紀北町   測量・解析完了 

熊野市   測量・解析完了 

御浜町   測量・解析完了 

紀宝町   測量・解析完了 

バッファ等    

合計 27,287 26,928  

 

 

 

 

－40－ －41－



４．森を育む人づくりサポート体制整備事業 

（１）みえ森林教育ビジョン推進事業 

森林教育イベントの開催 

 

森林教育プログラムの実践 

 

 

イベント名 開催日 開催場所 参加者数 

第４回森林教育シンポジウム 令和８年１月31日 
スズカト（三重県立鈴鹿青少年セ

ンター）（鈴鹿市） 
257名 

第12回みえの森フォトコンテ

スト 

令和７年６月20日から 

10月31日まで 
県内 

小学生 

以下の部 

52名 

中学生 

以上の部 

108名 

こども森の写真教室 令和７年８月２日 
三重県総合博物館（MieMu） 

（津市） 

親子 

６組13名 

 講座名 開催日 開催場所 参加者数 

みえ森林教育プログラムの発行 

 「みえ森林教育ビジョン」の実現に向けた取組のさらなる推進に向けて、子どもから大人まで一貫した森

林教育が受けられるよう、令和８年２月、「みえ森林教育プログラム」を発行・配付（小中学校、市町、森

のせんせいなど810箇所）しました。 

子ども向け講座 １回 

ジュニアフォレスター 

育成講座 

令和７年12月14日 

12月20日 

12月21日 

林業研究所、松阪市森林公園 13名 

企業向け講座 ２回 

SDGｓ時代の企業における森林

とのつきあい方について考え

る vol.5 

令和７年10月10日 

    11月５日 

速水林業大田賀山林（紀北町） 

ウッドピア松阪  （松阪市） 
７名 

令和７年11月27日 

    11月28日 

津市 

（里山ウェルネス・ラボ 慈雲庵） 
５名 

幼児教育関係者向け支援 ３園 

みえ森林教育アドバイザー派

遣 

令和７年７月～令和８年

２月 

伊賀市保育幼稚園課（市内の保育

所複数を対象） 

保育士 

36名 

社会福祉法人大湊福祉会 大湊保

育園（伊勢市） 

保育士 

９名 

社会福祉法人高田福祉協議会 高

田保育園（津市） 

保育士 

10名 

小学生向け冊子の発行 

森林教育の裾野の拡大のための取組として、児童が三重県の森林について知識を高め、関心を持つきっかけ

となることを目的に、小学５年生の社会科に対応した副読本を発行・配付（343校）しました。 

また、児童が三重県の森林について、より深い学びを得られるよう、小学校の学習指導要領に適合した小学

５年生社会科と小学６年生理科の「みえ森林ワークブック」を配付（343校）しました。 
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（２）みえ森づくりサポートセンター運営事業 

森林教育への理解を深める講座の開催 

 

森林教育指導者の育成 

講座テーマ 開催日 開催場所 
参加 

人数 

みえ森林教育講座 ５回 

持続可能な森林 

資源の活用 
令和７年７月13日 

三重県総合文化センター 

（津市） 
19名 

木育入門 令和７年８月31日 林業研究所 12名 

森づくり基礎 令和７年11月22日 
三重県林業研究所、 

川口演習林（津市） 
15名 

森林・林業 令和８年１月17日 
吉田本家山林部の森林 

ヒノキ家研修室（大紀町） 
５名 

現場視察 令和８年３月14日 
有限会社森下林業の森林 

（大台町） 
12名 

森のせんせい養成講座 ４回 

木育インストラクター編 令和７年９月21日 林業研究所 20名 

LEAFローカルインストラクター編 令和７年11月２～３日 
吉田本家山林部、 

ヒノキ家研修室（大紀町） 
８名 

NEALリーダー編 
令和７年11月29～30日 

    12月20～21日 

林業研究所 

松阪市森林公園 
９名 

自然保育編 令和８年２月21日 
社会福祉法人 四日市厚生会にじ

のはな保育園ほか（四日市市） 
21名 

学校教職員森林環境教育研修 １回 

私たちのくらしと森林の役割 令和７年７月25日 三重大学教育学部（津市） ９名 

講座テーマ 開催日 開催場所 
参加 

人数 

森の学校 21回 

三重県の木でイスを作ろう 令和７年５月３日 
松阪農業公園ベルファーム（松阪

市） 
16名 

木のストラップ作り 令和７年５月11日 松阪市森林公園 60名 

自然観察会 ～森林公園の森を歩

こう 
令和７年５月11日 松阪市森林公園 50名 

ブックシェルフを作ろう 令和７年５月24日 みえこどもの城（松阪市） 
14 

家族 

自然観察 令和７年９月23日 みえこどもの城（松阪市） 55名 

木の実の工作 令和７年９月23日 みえこどもの城（松阪市） 171名 

木のマグネット作り 令和７年10月５日 県営サンアリーナ（伊勢市） 239名 

ブックシェルフ作り 令和７年10月26日 
松阪農業公園ベルファーム 

（松阪市） 
20名 
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学校現場等における森林教育活動の支援 

講座テーマ 開催日 開催場所 
参加 

人数 

円形木琴（リユールシロフォン） 

製作体験 
令和７年10月26日 

松阪農業公園ベルファーム 

（松阪市） 
40名 

動く木のおもちゃ作り 令和７年11月１日 農林水産まつり（津市） 55名 

県産ヒノキのストラップ作り 令和７年11月16日 木つつ木館（大紀町） 71名 

私の小さなイス作り 令和７年11月22日 つ・環境フェスタ（津市） 28名 

樹木の自然観察会 令和７年12月６日 林業研究所一般公開デー（津市） 14名 

木の皿づくり 令和７年12月６日 林業研究所一般公開デー（津市） 12名 

ヒノキでリースづくり 令和７年12月７日 松阪市森林公園 22名 

ヒノキでリースづくり 令和７年12月13日 四日市市環境フェア 39名 

三重の森の素材でオリジナル作品

を作ろう！ 
令和８年２月１日 イオンモール桑名（桑名市） 55名 

ヒノキのボールペンを作ろう！ 令和８年２月７日 イオンモール明和（明和町） 50名 

木の実のオブジェ作り 令和８年２月11日 イオンモール東員（東員町） 57名 

森林・林業・椎茸の原木栽培の話

と菌打ち体験 
令和８年２月14日 

未来をひらく！しごと探求フェスタ

in三重 
52名 

春のおさんぽと『はる』さがし 令和８年３月20日 
明和町こどもわいわいフェスティバ

ル 
44名 

開催場所 開催日 内容 

森林教育出前授業 10回 

粥見小学校（松阪市） 令和７年７月１日 
・実験（森の土の保水力・浄化力） 

・ワークショップ 

柿野小学校（松阪市） 
令和７年９月11日 

令和７年９月18日 

・森のおはなし 

・実験（森の土の保水力・浄化力） 

豊浜西小学校（伊勢市） 令和７年９月22日 
・森のおはなし 

・丸太切り体験・鍋敷き作り 

徳和小学校（松阪市） 令和７年10月10日 
・森のおはなし 

・箸づくり体験 

日進小学校（桑名市） 令和７年10月11日 
・森のおはなし 

・丸太切り体験・木のオブジェ作り 

安楽島保育所（鳥羽市） 令和７年11月４日 
・森のおはなし 

・ヒノキカンナリボンでポンポン作り 

進修小学校（伊勢市） 令和７年11月10日 
・ワークショップ 

（虫探し、ドングリ探し、葉っぱの比較など） 
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（３）みえ森林教育ステーション運営・整備事業 

  「三重県民の森みえ森林教育ステーション」の運営 

 

  

開催場所 開催日 内容 

員弁東小学校 

（いなべ市） 
令和７年12月２日 

・森のおはなし 

・伐採体験 

椿小学校（鈴鹿市） 令和８年１月21日 
・森のおはなし 

・箸づくり体験 

若松小学校（鈴鹿市） 令和８年１月26日 
・森のお話 

・箸づくり体験 

ミエトイ・キャラバン 7回 

木つつ木館（大紀町） 令和７年５月５日 ミエトイ・キャラバンin滝原グリーンフェスタ２０２５ 

松阪市森林公園 令和７年５月11日 ミエトイ・キャラバンin松阪市森林公園 

三重県営サンアリーナ 

（伊勢市） 
令和７年10月５日 ミエトイ・キャラバンin伊勢市環境フェア 

三重県立熊野古道セン

ター（尾鷲市） 
令和７年10月12日 ミエトイ・キャラバンin森林フェスタ尾鷲 

松坂城跡及び中心市街

地（松阪市） 
令和７年11月３日 ミエトイ・キャラバンin氏郷まつり 

木つつ木館（大紀町） 令和７年11月16日 ミエトイ・キャラバンin滝原オータムフェスタ２０２５ 

三重県林業研究所（津

市） 
令和７年12月６日 ミエトイ・キャラバンin三重県林業研究所一般公開デー 

イベント名 開催日 参加人数 

「三重県民の森みえ森林教育ステーション」利用者数 11,080名 

森林教育イベントの開催 

こいのぼりをつくろう！ 令和７年４月12日 42名 

読み聞かせとはっぱ遊び 令和７年５月23日 14名 

ベビトレヨガ 令和７年６月20日 14名 

リトミックを楽しもう 令和７年７月25日 44名 

バッタになって原っぱにGO！ 令和７年８月24日 32名 

手あそび歌あそび自然の楽器の演奏会 令和７年９月10日 20名 

秋の森を感じる紙芝居 令和７年10月10日 23名 

木育ひろば～三重の木と遊ぼう 令和７年11月１日 29名 

みんなでつくろうクリスマスツリー 令和７年12月６日 25名 

ヒノキのボールプールで遊ぼう 令和８年１月４日～28日 635名 

押し花でメッセージカード作り 令和８年２月11日 33名 

春を感じる読み聞かせ 令和８年３月３日 25名 
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５．みんなで取り組む三重の森づくり推進事業 

みえの森づくりポスターコンクール 

イベント名 応募期間 開催場所 応募人数 

令和７年度みえの森づくり

ポスターコンクール 

令和７年６月18日から 

９月４日まで 
県内 

小学生 

89名 

中学生 

164名 

高校生 

４名 

 

森林フェスタ 

イベント名 開催日 開催場所 来場者数 

みえ森林フェスタ2025尾鷲 令和７年10月12日 
三重県立熊野古道センタ

ー 
約800名 

 

みえの森づくりネットワーク 

会員数 会員内訳 

78団体 企業：10 NPO：19 関係団体：16 行政：33 

 

   

認定No. 施設名 

みえ森林教育ステーションの認定 ８施設 

41 子育て支援センターのんの（津市） 

42 三重スバル津店（津市） 

43 三重スバル鈴鹿店（鈴鹿市） 

44 三重スバル名張店（名張市） 

45 松阪市森林公園（松阪市） 

46 鳥羽ビューホテル花真珠（鳥羽市） 

47 子ども・子育て応援センターたいりんキラキラ（桑名市） 

48 グランドメルキュール伊勢志摩リゾート＆スパ（志摩市） 
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６．生物多様性推進事業 

自然環境保全活動 

対象種 活動時期 実施内容 

マメナシ 

（イヌナシ） 
令和７年４、９月 

保全活動団体、専門家とともに調査及び保全活動を

実施 

ギフチョウ 令和７年４月 保全活動団体とともに調査を実施 

シロチドリ 令和７年４、５月 保全活動団体とともに保全活動を実施 

ウシモツゴ 令和７年７月 保全活動団体とともに調査を実施 

ハマナツメ 

ツクシナルコ 
令和７年11月 保全活動団体とともに調査及び保全活動を実施 

 

７．森林とふれあう自然公園環境整備事業 

公園名 施設名 
実施 

場所 
実施日 

参加 

人数 
内容 

自然観察ツアー・森林教育イベントの開催 30回（参加人数434名） 

伊勢志摩国立公園 近畿自然歩道 志摩市 令和７年６月７日 13名 
自然観察ツアー 

（大王崎ウォーキング） 

伊勢志摩国立公園 横山園地 志摩市 令和７年６月８日 ９名 
森林教育イベント 

（草木染教室） 

伊勢志摩国立公園 近畿自然歩道 鳥羽市 令和７年８月２日 10名 
森林教育イベント 

（子供クラフト教室） 

伊勢志摩国立公園 近畿自然歩道 鳥羽市 令和７年８月３日 20名 
森林教育イベント 

（子供クラフト教室） 

伊勢志摩国立公園 近畿自然歩道 鳥羽市 令和７年８月９日 19名 
森林教育イベント 

（子供クラフト教室） 

伊勢志摩国立公園 近畿自然歩道 鳥羽市 令和７年８月10日 19名 
森林教育イベント 

（子供クラフト教室） 

吉野熊野国立公園 
大杉谷 

登山歩道 
大台町 令和７年８月23～24日 ６名 

自然観察ツアーと歩道整備・ゴミ

拾い※ 

伊勢志摩国立公園 近畿自然歩道 伊勢市 令和７年９月20日 10名 
自然観察ツアー 

（外宮ウォーキング） 

鈴鹿国定公園 御在所園地 菰野町 令和７年９月23日 38名 
森林教育イベント 

（植樹体験） 

伊勢志摩国立公園 横山園地 志摩市 令和７年10月５日 16名 
自然観察ツアー 

（キノコの観察会） 

吉野熊野国立公園 大杉谷登山歩道 大台町 令和７年10月４～５日 14名 
自然観察ツアーと歩道整備・ゴミ

拾い※ 

伊勢志摩国立公園 近畿自然歩道 鳥羽市 令和７年10月18日 15名 
自然観察ツアー 

（答志島ウォーキング） 

室生赤目青山 

国定公園 
東海自然歩道 津市 令和７年10月31日 ８名 

森林教育イベント※ 

（歩道作設体験・自然観察） 

伊勢志摩国立公園 近畿自然歩道 南伊勢町 令和７年11月１日 10名 
自然観察ツアー 

（宿田曽ウォーキング） 

公園区域外 
魚飛生活環境 

保全林 
紀北町 令和７年11月８日 18名 

森林教育イベント 

（東紀州の草花と樹木） 

－46－ －47－



公園名 施設名 
実施 

場所 
実施日 

参加 

人数 
内容 

奥伊勢宮川峡 

県立自然公園 
ふるさと自然塾 大台町 令和７年11月15日 18名 

森林教育イベント（森林散策とア

ロマウォーターづくり） 

伊勢志摩国立公園 近畿自然歩道 鳥羽市 令和７年11月23日 10名 
森林教育イベント 

（クラフト教室（午前）） 

伊勢志摩国立公園 近畿自然歩道 鳥羽市 令和７年11月23日 15名 
森林教育イベント 

（クラフト教室（午後）） 

伊勢志摩国立公園 近畿自然歩道 南伊勢町 令和７年11月30日 ５名 
自然観察ツアー 

（古和浦ウォーキング） 

伊勢志摩国立公園 近畿自然歩道 志摩市 令和７年12月7日 27名 
自然観察ツアー 

（志摩和具ウォーキング） 

伊勢志摩国立公園 近畿自然歩道 志摩市 令和７年12月13日 10名 
自然観察ツアー 

（船越ウォーキング） 

伊勢志摩国立公園 鵜倉園地 南伊勢町 令和８年１月11日 10名 
自然観察ツアー 

（鵜倉半島ウォーキング） 

伊勢志摩国立公園 近畿自然歩道 志摩市 令和８年１月18日 25名 
自然観察ツアー 

（志摩町ウォーキング） 

伊勢志摩国立公園 近畿自然歩道 鳥羽市 令和８年１月24日 ９名 
自然観察ツアー 

（青峯山ウォーキング） 

伊勢志摩国立公園 近畿自然歩道 鳥羽市 令和８年１月31日 16名 
自然観察ツアー 

（相差ウォーキング） 

公園区域外 上野森林公園 伊賀市 令和８年１月31日 19名 
森林教育イベント※ 

（大工体験） 

伊勢志摩国立公園 近畿自然歩道 鳥羽市 令和８年２月14日 16名 
自然観察ツアー 

（菅島ウォーキング） 

公園区域外 三重県民の森 菰野町 令和８年２月14日 16名 
森林教育イベント※ 

（大工体験） 

伊勢志摩国立公園 近畿自然歩道 鳥羽市 令和８年２月21日 ６名 
自然観察ツアー 

（答志島ウォーキング） 

伊勢志摩国立公園 近畿自然歩道 伊勢市 令和８年３月７日 ７名 
自然観察ツアー 

（朝熊岳ウォーキング） 

    ※は、施設の整備体験を実施したもの 
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［市町交付金（連携枠）事業］ 

市町別総括表 

市町 

流域防災機能強化対策事業 
災害からライフライン

を守る事前伐採事業 

県民参加の

植樹祭事業 
連携枠 

交付額 

合計 

(円) 

災害緩衝林一体型 環境林・特定水源地域 
合計 

(円) 

伐採数 

(本) 

交付額 

(円) 

交付額 

(円) 
面積 

(ha) 

交付額 

(円) 

面積 

(ha) 

交付額 

(円) 

四日市市          

桑名市          

鈴鹿市      103 5,944,180  5,944,180 

亀山市      70 1,870,000  1,870,000 

いなべ市          

木曽岬町          

東員町      112 2,600,000  2,600,000 

菰野町      16 694,629  694,629 

朝日町          

川越町          

津市   27.26 19,070,000 19,070,000 220 5,042,811  24,112,811 

松阪市      1,102 10,000,000  10,000,000 

多気町 7.83 3,000,000   3,000,000 1,328 10,500,000  13,500,000 

明和町          

大台町 15.97 6,600,000 29.36 16,590,000 23,190,000 1,012 18,089,000  41,279,000 

伊勢市          

鳥羽市      40 1,958,000  1,958,000 

志摩市   8.73 3,734,000 3,734,000    3,734,000 

玉城町          

度会町   10.45 6,200,000 6,200,000 589 3,917,000  10,117,000 

大紀町      142 2,500,000  2,500,000 

南伊勢町          

名張市   15.32 4,455,000 4,455,000 21 2,000,000  6,455,000 

伊賀市   40.98 13,640,500 13,640,500 210 2,865,500  16,506,000 

尾鷲市      146 2,074,600 247,856 2,322,456 

紀北町          

熊野市 2.49 2,921,600   2,921,600    2,921,600 

御浜町          

紀宝町 2.55 2,000,000   2,000,000    2,000,000 

計 28.84 14,521,600 132.10 63,689,500 78,211,100 5,111 70,055,720 247,856 148,514,676 

   

－48－ －49－



［市町交付金（基本枠）事業］ 

市町別総括表 

市町 
事業 

(件) 

交付額 
基金活用額(円) 

現年活用額(円) 基金積立額(円) 合計(円) 

四日市市 1 1,714,000  1,714,000  

桑名市 3 11,527,000  11,527,000 6,735,000 

鈴鹿市 8 16,244,510  16,244,510  

亀山市 6 10,000,000  10,000,000  

いなべ市 4 11,650,000  11,650,000  

木曽岬町 1 7,000,000  7,000,000  

東員町 3 6,300,000  6,300,000  

菰野町 5 4,869,733  4,869,733  

朝日町 3 6,422,000  6,422,000  

川越町 2 4,342,000  4,342,000  

津市 6 26,253,196  26,253,196  

松阪市 5 24,773,000  24,773,000  

多気町 2 8,180,000  8,180,000  

明和町 3 16,538,000  16,538,000  

大台町 3 12,720,000  12,720,000  

伊勢市 2 14,343,000  14,343,000  

鳥羽市 4 8,109,000  8,109,000 750,000 

志摩市 3 11,846,000  11,846,000  

玉城町 2 3,552,000  3,552,000  

度会町 2 5,816,000  5,816,000  

大紀町 3 12,957,000  12,957,000  

南伊勢町 3 10,996,000  10,996,000  

名張市 9 8,465,000 4,080,000 12,545,000  

伊賀市 8 22,171,000  22,171,000  

尾鷲市 8 9,351,444  9,351,444  

紀北町 3 9,163,161 1,885,839 11,049,000  

熊野市 2 13,579,498  13,579,498  

御浜町 2 6,300,000  6,300,000  

紀宝町 2 7,571,000  7,571,000  

合計 108 318,719,381 5,965,839 324,685,220 7,485,000 

 

   

－48－ －49－



 

対策区分別事業費 

対策 

区分 
対策内容 

活用額（円） 

H26～H30 R1～R5 R6 R7 

１ 土砂や流木による被害を出さない森林づくり 49,866,157 133,357,197 32,696,200 27,031,100 

２ 暮らしに身近な森林づくり 635,878,895 847,627,143 112,528,078 136,750,253 

３ 森を育む人づくり 423,275,715 110,337,834 29,982,626 36,231,079 

４ 森と人をつなぐ学びの場づくり 1,168,678,649 496,307,937 75,314,967 53,964,012 

５ 地域の身近な水や緑の環境づくり 207,975,329 250,067,019 110,503,762 58,777,098 

合計   2,485,674,745 1,837,697,130 361,025,633 312,753,542 

 

対策区分別事業数 

対策 

区分 
対策内容 

事業数（事業） 

H26～H30 R1～R5 R6 R7 

１ 土砂や流木による被害を出さない森林づくり 14 16 ３ ２ 

２ 暮らしに身近な森林づくり 141 218 31 33 

３ 森を育む人づくり 158 137 31 34 

４ 森と人をつなぐ学びの場づくり 155 131 28 22 

５ 地域の身近な水や緑の環境づくり 54 80 19 17 

合計   522 582 112 108 

 

市町別事業実績 

（１） 四日市市 

対策
区分 

事業名 事業内容 
交付額 
（円） 

基金活用額
（円） 

評価 

２ 里山・竹林環境保全支援事業 
活動団体等が実施する、里山や竹林の整
備に対する支援 

 1,714,000   Ｃ 

計   1,714,000   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

※活用額には基金活用分も含めます。 

＜里山・竹林環境保全支援事業＞ 
活動団体による里山・竹林整備を支援 

実施前 実施後 

－50－ －51－



 

（２）桑名市 

対策
区分 

事業名 事業内容 
交付額 
（円） 

基金活用額
（円） 

評価 

４ 多度学園木製備品購入事業 
市が実施する、開校予定の小中一貫校へ
の木製備品導入 

5,795,000 6,735,000 Ⅾ 

５ 播磨２号緑地里山整備事業 市が実施する、里山の散策路整備等 534,000  Ｃ 

５ 竹林環境整備事業 
活動団体が実施する、竹林の整備や竹の
活用推進に対する支援 

5,198,000  Ｃ 

計   11,527,000 6,735,000  

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）鈴鹿市 

対策
区分 

事業名 事業内容 
交付額 
（円） 

基金活用額
（円） 

評価 

２ 暮らしを守る森林保全事業 
市が実施する、海岸林や人家周辺の病
害虫被害木の伐採と病害虫の防除 4,521,000  B 

３ 
里山保全ボランティア育成事
業 

市が実施する、里山保全を担う人材の
育成 375,000  B 

３ 森と緑の生涯学習講座 
市が実施する、公民館での「森と緑の
生涯学習講座」の開催 560,000  B 

３ 森と緑の未来づくり事業 
活動団体等が行う、里山整備活動への
支援、及び、市が行う、森林教育の実
施 

1,422,440  B 

３ 緑に親しむ記念樹配布事業 
市が実施する、植木まつり会場での記
念樹・木製プレート配布とアンケート
調査 

649,000  B 

４ 公立保育所木製品設置事業 
市が実施する、公立保育所への木製備
品の導入と森林教育 4,717,070  Ｃ 

５ 
ふるさとの樹木（名木古木） 
保存活用事業補助事業 

自治会等が実施する、地域のシンボル
となっている樹木の診断及び治療等に
対する支援 

2,600,000  B 

５ 
緑と人を育む長太の大楠 
再生プロジェクト 

市が実施する、地域のシンボルツリー
である長太の大楠の治療等 1,400,000  B 

計   16,244,510   

 

  

＜播磨２号緑地里山整備事業＞ 
里山の除伐、下刈 

実施前 実施後 

－50－ －51－



 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

（４）亀山市 

対策
区分 

事業名 事業内容 
交付額 
（円） 

基金活用額
（円） 

評価 

３ 
森と木材のふれあい事業 
（森林づくり協議会） 

協議会が実施する、イベントや講座の

開催に対する支援 
 1,000,000   B 

３ 
森と木材のふれあい事業 
（森の講座） 

市が実施する、森の講座の開催  498,300   B 

３ 
森と木材のふれあい事業 
（竹あかり製作） 

市が実施する、竹を活用した展示製作

やワークショップの開催 
 3,000,000   Ｃ 

３ 
森と木材のふれあい事業 
（小中学校） 

市が実施する、小中学校での森林教育

の実施 
 4,201,700   B 

３ 
自然保育・森林環境教育推進事
業（幼稚園・保育園） 

市が実施する、公立保育園等での自然

保育に関する知識を有する保育士の育

成及び園児への森林教育の実施 

 200,000   B 

５ 
野登山森林保全事業 
（森林づくり協議会） 

活動団体が実施する、野登山山頂付近

での植生調査及び環境保全活動への支

援 

 1,100,000   B 

計   10,000,000    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

＜ふるさとの樹木（名木古木）保存活用事業補助事業＞ 

作業風景（稲生山の躑躅） 地元小学生による植樹（稲生山の躑躅） 

＜森と木材のふれあい事業（竹あかり製作）＞ 
中学校 WS 風景（５月２３日、亀山中学校） 

＜自然保育・森林環境教育推進事業 
（幼稚園・保育園）＞ 

亀山幼稚園自然保育 

－52－ －53－



 

（５）いなべ市 

対策
区分 

事業名 事業内容 
交付額 
（円） 

基金活用額
（円） 

評価 

２ 危険木の除去事業 
自治会等が実施する、通学路や人家裏

における危険木伐採への支援 
 3,614,638   Ｃ 

２ 里山竹林環境保全支援事業 
活動団体等が実施する、里山や竹林整

備への支援 
 5,275,652   Ｃ 

３ 中学校卒業記念品配布事業 
市が実施する、市産材で作成した記念

品（箸）の中学校卒業生への配布 
914,650   Ｃ 

３ 自然環境保全事業 
市が実施する、森林を活用した体験活

動の実施 
 1,845,060   Ｃ 

計  
 

 11,650,000    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６）木曽岬町 

対策
区分 

事業名 事業内容 
交付額 
（円） 

基金活用額
（円） 

評価 

５ 暮らしを守る緑保全事業 
町が実施する、クビアカツヤカミキリ

による被害から桜並木を保全するため

の取組 

7,000,000  Ｃ 

計  
 

7,000,000   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

＜里山竹林環境保全支援事業＞ 
活動団体による里山・竹林整備などを支援

（学生体験） 

 

＜中学校卒業記念品配布事業＞ 
卒業にあわせ市産材の箸を配布 

＜暮らしを守る緑保全事業＞ 
桜並木の保全活動（樹幹散布、注入） 

－52－ －53－



 

（７）東員町 

対策
区分 

事業名 事業内容 
交付額 
（円） 

基金活用額
（円） 

評価 

２ 危険木伐倒等業務 
町が実施する、人家裏や通学路沿いの

危険木の伐採等 
2,515,890  Ⅾ 

３ 森林教育授業 
町が実施する、小学生を対象とした森

林教育 
83,490  Ｃ 

４ 公共施設等の備品等購入 
町が実施する、町有施設における木製

備品の導入 
3,700,620  Ⅾ 

計  
 

6,300,000   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（８）菰野町 

対策
区分 

事業名 事業内容 
交付額 
（円） 

基金活用額
（円） 

評価 

２ 危険木伐採搬出事業 
地域住民等が実施する、公道周辺の危

険木の伐採に対する支援 
 771,000   Ｃ 

４ 
幼児期から木に親しむ木育推
進事業 

町が実施する、幼保園における木製遊

具等の導入 
 1,502,033   Ｃ 

４ 
保育所等木製遊具購入補助事
業 

私立保育所が実施する、木製遊具等の

導入への支援 
 1,500,000   Ｃ 

４ 木と触れ合う環境整備事業 
町が実施する、町有施設における木製

備品の導入や木工体験教室の実施 
 495,000   Ｃ 

５ 
シデコブシ湿地群環境整備事
業 

町が実施する、シデコブシ群落整備の

ための機械購入や観察会の実施 
 601,700   Ｃ 

計  
 

4,869,733   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   
＜保育所等木製遊具購入補助事業＞ 

木製遊具の設置 

＜木と触れ合う環境整備事業＞ 
木製机の導入 

＜森林教育授業＞ 
丸太切り体験 

＜公共施設等の備品等購入＞ 
靴箱の導入 

－54－ －55－



 

（９）朝日町 

対策
区分 

事業名 事業内容 
交付額 
（円） 

基金活用額
（円） 

評価 

２ 
里山・竹林環境保全支援事業
（あさひ竹プロジェクト） 

活動団体が実施する、里山や竹林整備

への支援 
 450,000   Ｃ 

３ 
森林環境教育事業 
（あさひ竹プロジェクト） 

町が実施する、竹を活用したさまざま

なイベントの開催 
 50,000   Ｃ 

５ 
教育文化施設ビオトープ 
再生整備事業 

町が実施する、教育文化施設内におけ

るビオトープの再生整備 
5,922,000   Ｃ 

計  
 

6,422,000   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（10）川越町 

対策
区分 

事業名 事業内容 
交付額 
（円） 

基金活用額
（円） 

評価 

３ 小中学校自然教室 
町が実施する、小中学生を対象とした

自然教室の実施 
 1,620,000   B 

４ 
森と人をつなぐ学びの場整備
事業 

町が実施する、小学校への木製備品の

導入 
 2,722,000   Ｃ 

計  
 

 4,342,000    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

＜里山・竹林環境保全支援事業 
（あさひ竹プロジェクト）＞ 

整備箇所での親子たけのこ掘り体験 

＜森林環境教育事業（あさひ竹プロジェクト）＞ 
町民主体で設置された竹の花挿し（東海道沿い） 

＜森と人をつなぐ学びの場整備事業＞ 
県産材の机・椅子を導入 

＜小中学校自然教室＞ 
里山保全活動 

－54－ －55－



 

（11）津市 

対策
区分 

事業名 事業内容 
交付額 
（円） 

基金活用額
（円） 

評価 

１ 林地残材搬出促進事業 
事業体等が実施する、未利用間伐材の

搬出に対する支援 
 24,028,100   B 

３ 夏休み森と緑の親子塾開催事業 
市が実施する、親子（小学生）を対象

とした木工体験や林業体験 
 257,400   B 

３ パートナーシップ協定に基づく森林環境教育事業 
パートナーシップ協定者が実施する、市民

を対象とした丸太切り体験、木工教室等 
 124,096   B 

３ 美里水源の森「林業体験」事業 
協議会が実施する、美里水源の森にお

ける林業体験への支援 
 242,000   B 

４ 
子育て支援センターにおける
木育環境整備事業 

市が実施する、子育て支援施設におけ

る木製遊具等の導入 
 886,600   B 

４ 
保育施設における木育環境整
備事業 

市が実施する、保育園における遊戯室

の一部木質化への支援 
 715,000   B 

計  
 

 26,253,196    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（12）松阪市 

対策
区分 

事業名 事業内容 
交付額 
（円） 

基金活用額
（円） 

評価 

２ 里山の森林安全安心対策事業 
市が実施する、集落や公共施設周辺の

危険木の伐採等 
 15,199,900   B 

３ 松阪の木魅力発信活動事業 
活動団体が実施する、イベントにおけ

る森林教育と木工製品作製への支援 
 200,000   B 

４ 森林環境学習事業 
市が実施する、小学校の一部木質化と

森林教育 
 2,773,100   B 

４ 保育園木育推進事業 
市が実施する、こども園における木製

備品の導入と木育絵本の読み聞かせ 
 2,000,000   B 

５ 都市公園整備事業 
市が実施する、都市公園内への東屋の

設置 
 4,600,000   B 

計  
 

 24,773,000    

 

   

＜夏休み森と緑の親子塾開催事業＞ 
木工体験 

＜美里水源の森「林業体験」事業＞ 
木工体験 

－56－ －57－



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（13）多気町 

対策
区分 

事業名 事業内容 
交付額 
（円） 

基金活用額
（円） 

評価 

３ 木とふれあう教育支援事業 
町が実施する、小学校における木工体

験と森林教育 
96,000  B 

４ 木とふれあう環境づくり事業 
町が実施する、小学校や保育園などへ

の木製備品の導入 
8,084,000  B 

計  
 

8,180,000   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

＜森林環境学習事業＞ 

＜木とふれあう環境づくり事業＞ 
木製書架の導入と森に関わる絵本の読み聞かせ 

＜木とふれあう教育支援事業＞ 
小学校での木工体験 

中川小学校での森林環境教育 

－56－ －57－



 

（14）明和町 

対策
区分 

事業名 事業内容 
交付額 
（円） 

基金活用額
（円） 

評価 

２ 松林整備事業 
町が実施する、海岸沿いの松林におけ

る病害虫被害木の伐採等 
1,680,000  Ｃ 

４ 木とのふれあい事業 
町が実施する、小学校における木製机・

椅子の導入 
5,200,000  B 

４ 
幼児期からの木とのふれあい
事業 

町が実施する、認定こども園における

木製遊具等の導入 
9,658,000  B 

計  
 

16,538,000   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（15）大台町 

対策
区分 

事業名 事業内容 
交付額 
（円） 

基金活用額
（円） 

評価 

２ 集落周辺等危険木伐採事業 
町が実施する、集落周辺や人家裏の危

険木の伐採等 
12,000,000  B 

３ 森林環境教育事業➀ 
町が実施する、地元高校生によるキノ

コ栽培の体験学習や森林教育 
450,000  Ｃ 

３ 森林環境教育事業② 
町が実施する、小学生を対象とした木

工体験と森林教育 
270,000  B 

計  
 

12,720,000   

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

＜森林環境教育事業②＞ 
カンナ掛け作業 

＜森林環境教育事業①＞ 
高校生のキノコ栽培体験 

＜松林整備事業＞ 
松くい虫防除に向けた薬剤の散布 

＜幼児期からの木とのふれあい事業＞ 
ささふえこども園における木製遊具の設置 

－58－ －59－



 

（16）伊勢市 

対策
区分 

事業名 事業内容 
交付額 
（円） 

基金活用額
（円） 

評価 

２ 森林整備事業 
市が実施する、海岸沿いの松林におけ

る病害虫被害木の伐採、地上散布、樹

幹注入等 

7,975,000  B 

２ 危険木除去事業 
市が実施する、市民生活に支障をきた

す恐れがある危険木の除去 
6,368,000  B 

計  
 

14,343,000   

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（17）鳥羽市 

対策
区分 

事業名 事業内容 
交付額 
（円） 

基金活用額
（円） 

評価 

２ 危険木伐採事業 
市が実施する、市民生活に支障をきた

す恐れがある危険木の伐採 
1,691,000 750,000 B 

２ 危険木伐採事業費補助金事業 
自治会等が実施する、危険木伐採への

支援 
5,479,000  B 

２ 森林病害虫防除樹幹注入 
市が実施する、松林（神島）への樹幹

注入 
499,000  B 

４ 鳥羽東中学校図書室机・椅子等整備事業 
市が実施する、鳥羽東中学校図書室の

机・椅子等整備 
440,000  Ｃ 

計  
 

8,109,000 750,000  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

＜危険木伐採事業費補助金事業＞ 
自治会等が主体的に行う危険木伐採を支援 

実施前 実施後 

＜森林整備事業＞ 
松くい虫防除に向けた薬剤の散布と樹幹注入 

－58－ －59－



 

（18）志摩市 

対策
区分 

事業名 事業内容 
交付額 
（円） 

基金活用額
（円） 

評価 

２ 樹木伐採事業 市が実施する、道路沿いの危険木の伐採 6,560,100  Ｃ 

２ 松くい虫防除事業 
市が実施する、海岸沿いの松林におけ

る病害虫被害木の伐採等 
4,776,900  Ｃ 

３ 森と緑ふれあい事業 市が実施する、森林体験学習 509,000  B 

計  
 

11,846,000   

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（19）玉城町 

対策
区分 

事業名 事業内容 
交付額 
（円） 

基金活用額
（円） 

評価 

３ 森林環境教育・木育事業 
町が実施する、保育所や小学校におけ

る森林教育 
552,000  Ｃ 

３ 
森林環境教育事業 
（森林教育イベント） 

町が実施する、森林をテーマとしたパネ

ルディスカッションやイベントの開催 
3,000,000  Ｃ 

計  
 

3,552,000   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

＜松くい虫防除事業＞ 
松くい虫防除に向けた薬剤の散布 

 

＜森と緑ふれあい事業＞ 
森林についての講和の実施 

＜森林環境教育・木育事業＞ 
保育所における木育活動 

＜森林環境教育事業（森林教育イベント）＞ 
森林教育イベントの開催 

－60－ －61－



 

（20）度会町 

対策
区分 

事業名 事業内容 
交付額 
（円） 

基金活用額
（円） 

評価 

２ 危険木伐採事業 
町が実施する、道路沿いの危険木の伐

採 
4,610,000  B 

３ 森林環境教育推進事業 
町が実施する、保育所や小中学校にお

ける森林教育 
1,206,000  B 

計  
 

5,816,000   

 

 

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（21）大紀町 

対策
区分 

事業名 事業内容 
交付額 
（円） 

基金活用額
（円） 

評価 

１ 渓流倒木等処理事業 
町が実施する、山間部渓流沿い等の倒

木や流木の除去 
3,003,000  B 

２ 生活環境林整備事業 
町が実施する、公共施設や通学路沿い

等の危険木の伐採 
4,999,000  B 

５ 大平つつじ山整備事業 
町が実施する、大平山つつじ山におけ

る環境整備（下刈、遊歩道整備） 
4,955,000  Ｃ 

計  
 

12,957,000   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

＜渓流倒木等処理事業＞ 
渓流内流木の除去 

＜危険木伐採事業＞ 
伐採作業 

＜生活環境林整備事業＞ 
通学路の危険木の除去 

＜森林環境教育推進事業＞ 
小学校での森林教育授業 

－60－ －61－



 

（22）南伊勢町 

対策
区分 

事業名 事業内容 
交付額 
（円） 

基金活用額
（円） 

評価 

２ 危険木除去事業 
町が実施する、公共施設周辺等の危険

木除去 
8,394,000  B 

３ 森林環境教育事業 
町が実施する、小中学校における森林

教育 
1,729,000  Ｃ 

４ 木製備品購入事業 
町が実施する、町営図書室への木製備

品の導入 
873,000  Ｃ 

計  
 

10,996,000   

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（23）名張市 

対策
区分 

事業名 事業内容 
交付額 
（円） 

基金活用額
（円） 

評価 

２ 危険木伐採事業 
市が実施する、公共施設周辺及び通学

路等の危険木の伐採 
4,040,925  Ｃ 

２ 
未利用間伐材バイオマス 
利用推進事業 

森林所有者等が実施する、未利用間伐

材の搬出及び運搬に対する支援 
62,075  Ｃ 

２ 人家裏危険木伐採事業 
地域住民等が実施する、人家裏の危険

木の伐採に対する支援 
820,000  Ｃ 

２ 森林公園等環境活用整備事業 
地域協議会等が実施する、森林公園や

里山等の整備に対する支援 
400,000  B 

３ 森林環境教育推進事業 
地域協議会が実施する、小学校におけ

る森林教育等に対する支援 
100,000  Ｃ 

４ 学校林整備事業 
地域協議会等が実施する、学校林にお

ける遊歩道等の整備に対する支援 
700,000  B 

４ 
子ども若者第三の居場所創生
事業 

市が実施する、木製備品の導入 792,000  Ｃ 

５ 桜並木保全管理事業 
活動団体が実施する、桜並木保全活動

に対する支援 
400,000  B 

５ 国定公園環境整備事業 
活動団体が実施する、赤目四十八滝渓

谷内の危険木の伐採に対する支援 
1,150,000  Ｃ 

 基金積立  4,080,000   

計  
 

12,545,000   

 

 

  

＜森林環境教育事業＞ 
中学校における森林教育授業 

＜木製備品購入事業＞ 
図書室に三重県産木材を利用した本棚を導入 

－62－ －63－



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（24）伊賀市 

対策
区分 

事業名 事業内容 
交付額 
（円） 

基金活用額
（円） 

評価 

２ 
みんなの里山整備活動推進事
業 

自治会等が実施する、集落周辺の里山

や竹林の整備に対する支援 
7,808,505  B 

２ 
未利用間伐材バイオマス 
利用推進事業 

森林所有者等が実施する、未利用間伐

材の搬出及び運搬に対する支援 
1,694,760  Ｃ 

２ 危険木伐採事業 
市が実施する、道路沿いの危険木の伐

採 
4,504,908  B 

３ 伊賀の森っこ育成推進事業 
活動団体が実施する、小中学校におけ

る森林教育に対する支援 
3,893,014  B 

３ 
地域の森と緑のつながり 
支援事業 

自治会等が実施する、森林・林業・環境学

習・木工のイベントへの支援 
260,838  Ｃ 

３ 
森のやすらぎ空間整備事業 
（伊賀の木活用人材育成） 

市内の高等学校で組織する実行委員会

等が市内の間伐材等を活用した木製備

品等を開発し、市民と木とふれあい、

やすらげる空間を整備する取組への支

援 

500,000  B 

３ 木づかい木育推進事業 
市が実施する、出生児への木製フォト

フレームの配布や小学５年生を対象と

した手作り木製箸キットの配布 

2,810,746  B 

４ 保育所木育推進事業 
市が実施する、市内保育所（園）にお

ける木育図書、木製品等の導入 
698,229  B 

計  
 

22,171,000   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

＜学校林整備事業＞ 
安全で楽しく学習しやすい学校林に整備 

＜みんなの里山整備活動推進事業＞ 
地域住民主体の里山整備の支援 

＜伊賀の森っこ育成推進事業＞ 
野外での森林教育活動 

＜森林環境教育推進事業＞ 
コナラ枯れと病原菌に関する講義 

－62－ －63－



 

（25）尾鷲市 

対策
区分 

事業名 事業内容 
交付額 
（円） 

基金活用額
（円） 

評価 

２ 人家裏危険木伐採事業 
自治会等が実施する、人家裏の危険木

伐採に対する支援 
 1,599,000   B 

２ 三木里海岸の松原整備事業 市が実施する、海岸松林の整備  2,953,500   B 

２ 
三木里海岸の松原内墓地危険
木伐採事業 

市が実施する、海岸松林の整備  488,400   Ｃ 

３ 
尾鷲ヒノキ等を活用した保育
園児等への山育事業 

市が実施する、保育園児等を対象とし

た苗木の配布、植林体験 
 161,284   B 

４ 
木とふれあう学校環境づくり
事業 

市が実施する、過去に市町交付金事業

で導入した机・椅子の維持修繕と森林

教育 

 172,260   B 

４ 
みえ森林教育ステーションを
活用した木育事業 

市が実施する、みえ森林教育ステーシ

ョンを活用した木育体験 
 375,100   Ｃ 

５ 馬越公園整備事業 市が実施する、森林公園の整備  1,133,000   B 

５ 中村山公園ほか整備事業 市が実施する、森林公園の整備  2,468,900   B 

計  
 

9,351,444   

 

 

 

 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

   

＜尾鷲ヒノキ等を活用した保育園児等への山育事業＞ 
苗木についてお勉強 

＜木とふれあう学校環境づくり事業＞ 
児童による学習机天板の補修 

－64－ －65－



（26）紀北町 

対策
区分 

事業名 事業内容 
交付額 
（円） 

基金活用額
（円） 

評価 

２ 危険木伐採事業 
自治会等が実施する、人家裏等の危険

木の伐採に対する支援 
6,179,500  B 

２ 集落周辺森林（里山）整備事業 
活動団体等が実施する、集落周辺等の

荒廃した森林の整備や歩道整備に対す

る支援 

333,600  B 

３ 森林環境教育活動支援事業 
町が実施する、中学生を対象とした森

林教育 
2,650,061  B 

 基金積立  1,885,839   

計  
 

11,049,000   

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（27）熊野市 

対策
区分 

事業名 事業内容 
交付額 
（円） 

基金活用額
（円） 

評価 

４ 木育環境充実事業 
市が実施する、木育施設における木製

ボールプールの整備 
165,000  B 

５ 森とふれあいの場拠点づくり事業 
市が実施する、森や緑とふれあえる公

園等の整備 
13,414,498  B 

計  
 

13,579,498   

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

   

＜危険木伐採事業＞ 
人家裏等の危険木の伐採 

＜木育環境充実事業＞ 
木育施設における木製ボールプールの設置 

＜森林環境教育活動支援事業＞ 
中学生の間伐体験 

＜森とふれあいの場拠点づくり事業＞ 
公園内の下刈り 

－64－ －65－



（28）御浜町 

対策
区分 

事業名 事業内容 
交付額 
（円） 

基金活用額
（円） 

評価 

５ 森林公園等環境整備事業 
町が実施する、森や緑とふれあえる公

園等の整備 
6,162,688  B 

５ イヌマキ保全事業 
町が実施する、県天然記念物イヌマキ

保全のための生育環境整備 
137,312  Ｃ 

計  
 

6,300,000   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（29）紀宝町 

対策
区分 

事業名 事業内容 
交付額 
（円） 

基金活用額
（円） 

評価 

２ 生活環境林整備事業 
町が実施する、公共施設の周辺や生活

道路沿いにおける危険木の伐採等 
6,771,000  Ｃ 

３ 森と緑の環境教育事業 
町が実施する、森や緑に関する講演会

やワークショップの実施 
800,000  B 

計  
 

7,571,000   

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

＜イヌマキ保全事業＞ 
イヌマキの土壌改良作業 

＜森林公園等環境整備事業＞ 
クマノザクラの植樹祭の実施 

＜生活環境林整備事業＞ 
小学校周辺の支障木の伐採 

＜森と緑の環境教育事業＞ 
県民税パネル展示と森と緑に関する本展

－66－ －67－



［みえ森と緑の県民税制度運営事業］ 

（１）みえ森と緑の県民税評価委員会委員（任期：令和８年９月 30 日まで） 

委員氏名 所属団体等 分 野 

池山 敦 皇學館大学 教育開発センター 准教授 学識経験者 

石川 知明 三重大学 名誉教授 学識経験者 

井野 和正 三重県商工会連合会 事務局長 商工 

木村 京子 三重県環境学習情報センター センター長 環境学習 

草川 裕美子 三重県小中学校長会（亀山市立関小学校長） 教育 

谷川 東子 名古屋大学大学院 生命農学研究科 准教授 学識経験者 

橋本 直行 三重県生活協同組合連合会 事務局長 消費者 

林 拙郎 三重大学 名誉教授 学識経験者 

三田 泰雅 四日市大学 総合政策学部 教授 学識経験者 

森下 ゆう子 有限会社森下林業 林業 

五十音順・敬称略  令和８年３月31日現在  

（２）令和７年度みえ森と緑の県民税評価委員会 開催概要 
  

第 1 回みえ森と緑の県民税評価委員会 
   

日時 令和７年７月 22 日（火） 13 時 30 分から 16 時 10 分まで 

場所 アスト津 ４階 アストホール 

出席委員 10 名（うち３名オンライン出席） 

傍聴者 24 名（うち 19 名オンライン出席） 

議題 （１）令和６年度みえ森と緑の県民税基金事業の実績 

      

第２回みえ森と緑の県民税評価委員会 
   

日時 令和７年９月１日（月） 13 時 30 分から 15 時 45 分まで 

場所 アスト津 ４階 アストホール 

出席委員 ７名（うち１名オンライン出席） 

傍聴者 18 名（うち 14 名オンライン出席） 

議題 （１）令和６年度みえ森と緑の県民税基金事業の評価 

第３回みえ森と緑の県民税評価委員会 
   

日時 令和８年１月 29 日（木） ９時 00 分から 11 時 20 分まで 

場所 アスト津 ４階 会議室１ 

出席委員 ７名（うち２名オンライン出席） 

傍聴者 12 名（全員オンライン出席） 

議題 
（１） 評価委員会への諮問 
（２） 令和７年度基金事業の進捗報告 
（３） 評価方法の見直しについて 

  

－66－ －67－



第４回みえ森と緑の県民税評価委員会 
   

日時 令和８年３月 23 日（月） 13 時 30 分から 15 時 00 分まで 

場所 アスト津 ４階 会議室１ 

出席委員 ８名（うち２名オンライン出席） 

傍聴者 10 名（全員オンライン出席） 

議題 
（１）評価方法の見直しについて 
（２）令和８年度評価委員会における評価の進め方 

 

（３）事業成果発表会 

日時 令和７年 11 月 11 日（火）13 時 30 分から 16 時 45 分 

場所 三重県総合文化センター 文化会館棟 大会議室 

出席者 91 名（うちオンライン出席 32 名、後日アーカイブ視聴８名） 

内容 
令和６年度のみえ森と緑の県民税の取組について、前年度実施した県の取組

と、６市町の取組について発表 

 

（４）オリジナルラジオ番組の放送 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

回 放送日 内容 取材先 

FM三重「みえ森と緑の探検隊！」令和７年７月31日～10月23日 毎週木曜日 16:30～16:40 

１ ７月31日 みえ森と緑の県民税とは？ 三重県 

２ ８月７日 木材利用の意義・バスツアー募集 三重県 

３ ８月14日 三重の森づくりネットワーク 三重県 

４ ８月21日 ホタルの保全と里山整備 ホタルとなかまの会 

５ ８月28日 
尾鷲ヒノキを活用した保育園児への山育（や

まいく）について 

尾鷲市役所・尾鷲市立とちのもり

保育園 

６ ９月４日 ライフライン事前伐採 
中部電力パワーグリッド（株）三重

支社 

７ ９月11日 森林教育 叶林業（名） 

８ ９月18日 県民税を活用したさまざまな取組 名張市役所 

９ ９月25日 松阪の木ＰＲ看板の製作について 青和会 

10 10月２日 パートナーシップ協定に基づく森林教育 中勢森林組合 

11 10月９日 森林フェスタ2025尾鷲 三重県 

12 10月16日 バスツアー 武田製材（有） 

13 10月23日 県民税と森林環境譲与税 三重県 
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（５）パネル展示 

期 間 実施場所 期 間 実施場所 

令和７年４月 18 日～  
６月９日 

上野森林公園 
令和８年１月 14 日～

１月29日 
津庁舎本館 1 階玄関ホール 

令和７年６月 30 日～  
７月４日 

三重県庁 
１階県民ホール 

令和８年１月 19 日～
１月 23 日 

四日市庁舎 １階ロビー 

令和７年８月１日～
８月 29 日 

伊賀庁舎 ２階 
令和８年２月３日～ 
    ２月 13 日 

熊野庁舎 １階ロビー 

令和７年 10 月４日 
10 月５日 

津松菱 ６階 催事場 
令和８年２月２日～ 
    ２月６日 

伊勢庁舎 1 階ロビー 

令和７年 10 月 21 日 
西垣林業（株） 

三重事業所マルタピア入札室 
令和８年２月 10 日～

２月 19 日 
四日市庁舎 １階ロビー 

令和７年 11 月１日 津市丸の内商店街アーケード 令和８年２月 17 日 
西垣林業（株） 

三重事業所マルタピア入札室 

令和８年１月 13 日～ 
    １月 23 日 

尾鷲庁舎 １階ロビー   

（６）みえ森と緑の県民税の認知度 

実施方法 e-モニター制度 

実施期間 令和７年 11 月 19 日から 11 月 25 日まで 

有効回答数 1,000 人 

設問 

と 

回答 

三重県では平成26年から「災害に強い森林づくり」

と「県民全体で森林を支える社会づくり」を進める

ため、「みえ森と緑の県民税」を導入し、個人は年

額1,000円、法人は資本金額に応じた県民税均等割

の10％相当額（年額2,000円～80,000円）を納めて

いただいています。この「みえ森と緑の県民税」を

活用して、県では災害に強い森林づくりに取り組む

とともに、市町が人家裏や通学路沿いの暮らしに身

近な危険木の伐採、教育現場への木製備品の導入等

地域に密着した取組を行っています。あなたは、「み

え森と緑の県民税」をご存じですか。 

 

 

 
 
 
 
 
 

知っている

知っているが詳しい内容までは

知らなかった

知らない

7.6%

22.4%

70.0%
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２ みえ森と緑の県民税第３期制度 

令和５年 10 月 20 日 

１．はじめに 

県では、「災害に強い森林づくり」と「県民全体で森林を支える社会づくり」を進めるため、平成 26

年度より「みえ森と緑の県民税」を導入しました。 

平成 30 年度末には、税導入から５年が経過することから、第１期（平成 26 年度から平成 30 年度）の

取組状況について評価・検証したうえで必要な見直しを行い、第２期（令和元年度から令和５年度）対

策として、「災害に強い森林づくり」と「県民全体で森林を支える社会づくり」の２つの基本方針に基づ

く５つの対策に沿った事業を、県と市町で役割分担のうえ実施してきたところです。 

こうした中、令和５年度末には税導入から 10 年が経過することから、みえ森と緑の県民税条例附則第

５項の規定に基づき、第２期の取組状況について評価・検証したうえで、第３期（令和６年度から令和

10 年度）に向けて必要な見直しを行います。 

 

２．第２期の取組状況 

第２期の取組については、みえ森と緑の県民税条例およびみえ森と緑の県民税制度案（平成 30 年８

月）に基づき、２つの基本方針のもと５つの対策（土砂や流木による被害を出さない森林づくり、暮ら

しに身近な森林づくり、森を育む人づくり、森と人をつなぐ学びの場づくり、地域の身近な水や緑の環

境づくり）に取り組んでいます。また、「市町交付金事業」により、市町において地域の実情に応じた創

意工夫のみられる取組が実施されています。 

 

（１）５つの対策ごとの事業実績 

基本方針 対策区分 
県の実績 

(千円) 

市町の実績 

(千円) 

合計 

(千円) 

割合 

(％) 

基本方針１ 

災害に強い森林

づくり 

１.土砂や流木による被害を出さない

森林づくり 
1,851,288 766,308 2,617,596 61.6 

２.暮らしに身近な森林づくり - 712,726 712,726 16.8 

小 計 1,851,288 1,479,034 3,330,322 78.4 

基本方針２ 

県民全体で森林

を支える社会づ

くり 

３.森を育む人づくり 161,515 87,367 248,882 5.8 

４.森と人をつなぐ学びの場づくり 93,035 349,716 442,751 10.4 

５.地域の身近な水や緑の環境づくり 58,119 170,786 228,905 5.4 

小 計 312,669 607,869 920,538 21.6 

小 計 2,163,957 2,086,903 4,250,860 100 

制度の運営に必要な経費 33,977 - 

合 計 4,284,837 - 

 ※事業費については、R元~R４までの実績を合算 

※四捨五入の関係で、合計が合わない場合がある 
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（２）５つの対策ごとの取組状況と今後の課題 

（対策１：土砂や流木による被害を出さない森林づくり） 

［取組状況］ 

土砂や流木による被害を出さない森林づくりを進めるため、県では、 

・流木や土砂の流出による災害発生の恐れのある渓流沿いの一定幅の森林における、流木や土砂の

流出に対する緩衝機能を高める森林整備等の実施とその効果検証（災害緩衝林整備事業） 

・渓流内や治山施設に異常に堆積した土砂や流木の搬出・処理（土砂・流木緊急除去事業） 

・効率的な森林管理や災害発生の危険性の高い地域等の客観的な把握等を目的とした、航空レーザ

測量の実施によるデータ取得と森林資源解析（森林情報基盤整備事業） 

に取り組みました。 

また、市町では、県と連携して、 

・県が実施する災害緩衝林整備事業の整備箇所の周辺森林ほか、環境林や特定水源地域に指定され

ている森林における、流域の防災機能を強化することを目的とした間伐等の森林整備（流域防災

機能強化対策事業） 

・健全な森林の造成・保全を目的とした獣害防止施設の整備等に対する支援（森林再生力強化対策

事業）に取り組むとともに、地域の実情に応じて創意工夫した取組として、 

・県の事業を補完する河川沿いの枯損木等の伐採・搬出など、土石流等の被害を軽減する森林の整備 

に取り組みました。 

 

［各事業の実績］（令和元年度～令和４年度の合算） 

【災害緩衝林整備事業】 

事業費 実施箇所数 危険木等除去体積 調整伐面積 

1,370,783 千円 122 箇所 12,547m3 465.4ha 

 

【土砂・流木緊急除去事業】 

事業費 実施箇所数 土砂撤去体積 流木撤去体積 

165,628 千円 11 箇所 18,608m3 132m3 

 

【森林情報基盤整備事業】 

事業費 航空レーザ測量及び解析 

314,877 千円 187,112ha 

 

【流域防災機能強化対策事業（市町交付金（連携枠））】 

事業費 実施市町数 整備面積 

594,274 千円 13 市町 1,336.1ha 

 

【森林再生力強化対策事業（市町交付金（連携枠））】 

事業費 実施市町数 獣害防止施設等整備延長 

70,929 千円 9 市町 107,140m 
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【市町交付金（基本枠、加算枠）事業】 

カテゴリー 事業費 実施市町数 

土石流等の被害を軽減する森林の整備 101,104 千円 ５市町 

（取組事例） 

 県事業の対象とならない箇所において、山間部渓流沿いや人家に近い河川沿いの危険な倒木・流

木を伐採・除去（渓流外に搬出）することで、自然災害の軽減を図った。 

 県事業で対象とならない箇所において、河川沿いの枯損木等を伐採・搬出し、流木被害の軽減を

図った。 

［課題］ 

 ・日本各地で豪雨被害が発生している中、幸い本県では大きな被害は発生していないものの、深層崩

壊等が発生した場合は、森林の状況に関わらず土砂や流木が流出することが想定されるため、引き

続き、県民税を活用した取組と併せて、治山ダムの設置など他の取組とも連携して、災害に強い森

林づくりの実現に向けて、長期的・継続的に取組を進める必要がある（対策２も同様）。 

 ・航空レーザ測量の実施により得られたデータ等を活用し、災害発生の危険性の高い地域等の客観的

な把握を進める必要がある。 

・県が実施している災害緩衝林整備事業と市町が実施している流域防災機能強化対策事業について、

実施箇所が近接していることから、一体的に整備を実施するなど効率的な事業の実施について検討

する必要がある。 

 

（対策２：暮らしに身近な森林づくり） 

［取組状況］ 

暮らしに身近な森林づくりを進めるため、市町では、県やライフライン事業者と連携して、 

・台風等の倒木被害によりライフラインを寸断する恐れのある危険木の事前伐採（災害からライフラ

インを守る事前伐採事業） 

に取り組むとともに、地域の実情に応じて創意工夫した取組として、 

・自治会等が行う里山整備に対する支援など、荒廃した里山や竹林の再生 

・集落や通学路沿いの森林における危険木の伐採など、集落周辺の森林の整備（危険木伐採） 

・森林内に放置されている未利用間伐材の搬出・運搬経費に対する支援など、木質バイオマスの活用 

・松林を保全するための薬剤の樹幹注入や地上散布など、海岸林の整備 

に取り組みました。 

 

［各事業の実績］（令和元年度～令和４年度の合算） 

【災害からライフラインを守る事前伐採事業（市町交付金（防災枠））】 

事業費 実施市町数 伐採本数 

42,786 千円 10 市町 8,890 本 

 

【市町交付金（基本枠、加算枠）事業】 

カテゴリー 事業費 実施市町数 

荒廃した里山や竹林の再生 88,526 千円 11 市町 

集落周辺の森林の整備 

（危険木伐採） 
392,017 千円 18 市町 

木質バイオマスの活用 87,435 千円 ３市町 

海岸林の整備 61,926 千円 ６市町 
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（取組事例） 

 地域住民の主体的な参加のもと、自治会等が行う地域や生活に密着した緑の環境づくりや里山・

竹林の再生活動を支援することで、身近な里山環境の整備と森を支える社会づくりの意識醸成を

図った。 

 集落周辺や通学路等に近接する森林において、危険木の伐採・除去を実施し、暮らしに身近な森

林を整備することで、生活環境の保全や暮らしの安全性の向上を図った。 

 森林内に放置されている未利用間伐材の搬出・運搬経費を支援することで、森林所有者による木

質バイオマスの利用を推進し、森林資源の活用と身近な森林の健全化を図った。 

 松林の公園や景勝地にある松に薬剤を樹幹注入することで、森林病害虫の被害から松を守り、景

観の維持を図った。 

［課題］ 

・災害からライフラインを守る事前伐採事業について、第２期の途中（令和２年度）から創設した事

業であるため、位置付けを再検討するとともに、取組の拡大が必要である。 

・道路沿いの危険木の伐採等について、本税の主旨との関連性に十分留意する必要がある。 

 

（対策３：森を育む人づくり） 

［取組状況］ 

森を育む人づくりを進めるため、県では、 

・学校や地域で実施される森林教育や森づくり活動にかかる相談窓口となる「みえ森づくりサポート

センター」の運営による、森林教育や森づくり活動に対する広域的・総合的なサポート、指導者の

養成やその活躍の場の提供、小中学校等における森林教育の出前授業の実施（みえ森づくりサポー

トセンター運営事業） 

・小学校向け森林教育プログラムの検討や大人向け森林教育プログラムの開発、木製遊具や玩具に触

れ合える常設型の森林教育施設（みえ森林教育ステーション）の認定（森林教育体制整備事業） 

・森林をフィールドとして子どもたちが仲間とともに主体的に学ぶプログラム（自然環境キャンプ）

の作成（みえ子ども森林・林業アカデミー自然体験事業） 

などに取り組みました。 

また、市町では、地域の実情に応じて創意工夫した取組として、 

・保育所や小学校における丸太切り体験や箸づくり、小学校教室の木質化と併せた森林教育、大人を

対象とした林業体験など、学校等における森林教育の実施 

に取り組みました。 

 

［各事業の実績］（令和元年度～令和４年度の合算） 

【みえ森づくりサポートセンター運営事業】 

事業費 区分 実施回数 延べ参加人数等 

119,083 千円 

指導者養成講座 38 回 466 人 

学校教職員森林環境教育

研修 
４回 56 人 

出前授業 58 回 
小学校 45 校（延べ） 

中学校 12 校（延べ） 

森の学校 85 回 2,558 人 
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【森林教育体制整備事業】（令和３年度～令和４年度のみの実施） 

事業費 区分 回数・箇所数 延べ参加人数等 

14,940 千円 

森林教育プログラムの 

実践講座等の開催 
11 回 134 人 

森林教育ステーションの

認定 
14 箇所 52,812 人 

 

【みえ子ども森林・林業アカデミー自然体験事業】（令和元年度～２年度のみの実施） 

事業費 自然環境キャンプの実施回数 自然環境キャンプの参加人数 

5,596 千円 ７回・26 日間 延べ 119 人 

 

【市町交付金（基本枠、加算枠）事業】 

カテゴリー 事業費 実施市町数 

学校等における森林教育の実施 87,872 千円 23 市町 

（取組事例） 

 町内の保育園や小学校において、丸太切り体験や箸づくりなどの森林教育を実施することで、森

林に理解のある人づくりを進めた。 

 市内小学校において、地域の森林・林業関係者を講師に招き、森林のはたらきや大切さ、生活で

使われる木材について学んでもらうことで、森林や木材に対しての理解を深め、自然を大切にす

る心を育む人づくりを進めた。 

 地域の木材を利用した小学校教室等の木質化と併せて、森林環境の保全や森林整備についての森

林教育を行うことで、木材の利用や森林づくりへの理解を深めた。 

 竹を町の地域資源として見つめ直し、工具の貸し出しによる竹あかりを自宅で製作する機会の提

供や竹あかりの展示イベントなど、竹を活用したイベントを展開することで、竹林の活用や竹を

通じた住民交流、竹に関する知識と理解の促進を図った。 

 一般（大人）の方を対象に、間伐や集材、木工などの林業体験を実施することで、森林や林業に

ついて現場での体験を通して正しく理解してもらい、森林に携わる人材の育成を図った。 

［課題］ 

・森林づくりに関する県民意識調査の結果では、子どもの頃に森林とふれあう機会が多かった人ほ

ど、森林に積極的に関わっていきたいと考える人が多い傾向があるなど、県民全体で森林を支え

る社会の実現に向けて森林教育の取組は非常に重要であることから、引き続き、令和２年 10 月に

策定した「みえ森林教育ビジョン」に基づき、長期的・継続的に取組を進める必要がある（対策

４、５も同様）。 

・事業の目的や効果に対する達成度を示すなどの工夫とともに、体系的な事業の実施が必要である

ほか、事業の成果や効果を可視化し、積極的に発信することが必要である。 

・育成した森林教育指導者の活動状況の把握や活動機会の確保など、フォローアップする仕組の構

築が必要である。 

 

（対策４：森と人をつなぐ学びの場づくり） 

［取組状況］ 

森と人をつなぐ学びの場づくりを進めるため、県では、 

・三重県民の森における、森林教育実践フィールドや木製遊具・玩具に触れ合える常設型の森林教育

施設の整備（森林教育施設整備事業） 

に取り組みました。 
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また、市町では、地域の実情に応じて創意工夫した取組として、 

・小学校における学校林の環境整備や保育園等への木製玩具や木製遊具の導入など、森林教育が行え

る場の整備 

・公共施設への木製備品の導入など、多様な主体が森林や木材とふれあう場の創出 

に取り組みました。 

 

［各事業の実績］（令和元年度～令和４年度の合算） 

【森林教育施設整備事業】 

事業費 三重県民の森みえ森林教育ステーションの利用者数 

93,035 千円 11,918 人 

 

【市町交付金（基本枠、加算枠）事業】 

カテゴリー 事業費 実施市町数 

森林教育が行える場の整備 209,661 千円 21 市町 

多様な主体が森林とふれあう場の

創出 
146,933 千円 12 市町 

（取組事例） 

 小学校敷地内の雑木林において、歩道やフェンスなど子どもたちが安心安全に学習できる環境と

併せて、マップや樹木札の設置など子どもたちが自発的に学習できる環境を整備することで、里

山林の維持管理など自然の大切さを学ぶ場を整備した。 

 保育園等において、木製玩具等の導入と木製遊具の組み立て体験を行い、園児たちが日頃から木

材や木製品とふれあう環境を創出することで、木への親しみや木の文化への理解を深めた。 

 町内の公園施設のカフェにおいて、県産材のテーブル・椅子を導入し、公園利用者が気軽にくつ

ろぎながら木にふれあえる機会を創出した。 

［課題］ 

・整備した施設は効果的に活用することで事業目的が達成されるため、事業の目的や効果に対する達

成度を示すなどの工夫とともに、事業の成果や効果を可視化して積極的に発信するなど幅広く活用

されるよう取り組む必要がある。 

・施設の木造・木質化や木製品の導入については、木材利用の価値や魅力を実感できるような工夫が

必要であるとともに、森林づくりとのつながりが受益者に伝わる取組を徹底する必要がある。 

 

（対策５：地域の身近な水や緑の環境づくり） 

［取組状況］ 

地域の身近な水や緑の環境づくりを進めるため、県では、 

・地域の NPO や団体、市町等との連携による、自然公園の園地や自然歩道等を活用した森林教育のイ

ベントやガイドツアー等の実施とイベントと併せて行う歩道整備や転落防止策の修繕等の環境整

備（森林とふれあう自然公園環境整備事業） 

・生物多様性の推進に必要な基礎的な情報収集とその周知や、自然環境保全団体や専門家と協力した

自然環境保全活動の促進（生物多様性推進事業） 

などに取り組みました。 

また、市町では、地域の実情に応じて創意工夫した取組として、 

・自然公園における歩道整備や森林公園におけるボランティアによる環境整備など、森林の総合利用

のための整備 

に取り組みました。 
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［各事業の実績］（令和元年度～令和４年度の合算） 

【森林とふれあう自然公園環境整備事業】 

事業費 自然観察ツアー等の実施回数 自然観察ツアー等の参加人数 

21,418 千円 30 回 721 人 

 

【生物多様性推進事業】 

事業費 希少野生動植物種ゾーニングマップ作成 

24,565 千円 対象種２種（サシバ、ヒメタイコウチ） 

 

【市町交付金（基本枠、加算枠）事業】 

カテゴリー 事業費 実施市町数 

森林の総合利用のための整備 170,252 千円 18 市町 

（取組事例） 

 自然公園の園地において、多くの方が散策やウォーキングに訪れる展望台へとつながる遊歩道を

改修整備することで、森林や緑と親しむ環境の向上を図った。 

 市民の憩いの場である森林公園などにおいて、地域住民などのボランティアにより、公園内の倒

木等の整理などを実施することで、住民の森林や緑に対する理解をさらに深めるとともに、自然

に親しむ豊かな生活環境を創出した。 

［課題］ 

・過去に整備した施設等について、老朽化等が課題となっていることから、森林教育等のフィールド

として安心安全に有効活用するため、森林教育等の実施と併せた再整備が必要である。 

・事業の目的や効果に対する達成度を示すなどの工夫とともに、情報発信の強化が必要である。 

 

（３）制度運営等全般にかかること 

県では、制度を円滑に運営するため、各種事務や基金の運用を行うとともに、県民税を活用した事業結

果等について調査・審議する「みえ森と緑の県民税評価委員会」の運営を行いました。 

また、税の目的や意義、成果を発信することを目的に、 

・成果報告会の開催と成果報告書の作成 

・県民税のリーフレットなど普及啓発物品の作成・配布 

・ホームページや県広報誌、テレビ CM、ラジオ CM、映画館での CM（シネアド）、YouTube における動

画広告など多様な媒体を活用した周知活動 

などに取り組みました。 

 

［事業の実績］（令和元年度～令和４年度の合算） 

【みえ森と緑の県民税制度運営事業】 

区分 事業費 実績 

評価委員会の運営 

33,977 千円 

13 回 

普及啓発物品等 

ポスター：2,850 部 

チラシ：22,000 部 

リーフレット 34,000 部 

成果報告書：4,400 部 

クリアフォルダ：28,000 枚 

シール：17,000 枚 
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周知活動 

テレビ CM（三重テレビ）：放送回数 94 回 

ラジオ CM（FM 三重）：放送回数 74 回 

映画館での CM：延べ 15 箇所、放映回数 9,516 回 

YouTube 動画広告：視聴回数 176,774 回 

［課題］ 

・県民税の認知度について、e－モニター制度を活用したアンケートでは 30％程度で推移していると

ともに、森林づくりに関する県民意識調査では 19.5％と低い状況であるため、効果的・効率的な周

知活動の実施が必要である。 

・第２期の取組が終了を迎える中、税の認知度を高める周知活動はもちろん、森林の大切さや木材の

利用意義などについて県民の理解を深めるための取組を進めていく必要がある。 

 

３．みえ森と緑の県民税制度の継続 

無作為に抽出した県民の皆さん 5,000 人を対象とした「三重の森林づくりに関する県民意識調査※1」（以

下、「県民意識調査」という）では、第３期も県民税を活用した取組を継続することについて、88％の県民

の皆さんが「賛成」または「どちらかといえば賛成」との意見であり、「災害に強い森林づくり」と「県民

全体で森林を支える社会づくり」の継続的な実施が望まれていることが明らかになりました。 

これらのうち、「災害に強い森林づくり」においては、県が主体となって「土砂や流木による被害を出さ

ない森林づくり」に取り組み、毎年度約 30 箇所の災害緩衝林を整備するとともに、第２期から新たに、

災害発生の危険性の高い地域等を客観的に把握することなどを目的とした、航空レーザ測量を活用した森

林情報の整備を実施しました。また、市町が主体となって、集落周辺や通学路沿いの危険木の伐採やライ

フラインを寸断する恐れのある危険木の事前伐採、荒廃した里山の整備など、「暮らしに身近な森林づく

り」に取り組みました。 

こうした中、台風の大型化や異常気象に伴う災害が全国各地で発生しているとともに、大規模地震時の

斜面崩壊に伴う土砂ダムの形成も懸念されており、「災害に強い森林づくり」の必要性は依然として高い

状況にあります。 

また、航空レーザ測量の解析結果から、流木発生の危険性の高い箇所の抽出等※2を進めており、今後は

こうした解析結果も活用して、緊急度の高い箇所を優先しながら、継続して災害緩衝林の整備など「土砂

や流木による被害を出さない森林づくり」に取り組む必要があります。また、中山間地域の高齢化や林業

の担い手不足などにより、地域の身近な森林の整備など「暮らしに身近な森林づくり」が依然として課題

となっています。 

一方、「県民全体で森林を支える社会づくり」においては、県と市町が「森を育む人づくり」、「森と人を

つなぐ学びの場づくり」、「地域の身近な水や緑の環境づくり」に取り組み、森林教育の輪が広がるととも

に、森林や木材とふれあう場や機会が増加しました。 

県民意識調査の結果では、子どもの頃に森林とふれあう機会が多かった人ほど、森林に積極的に関わっ

ていきたいと考える傾向にあることが明らかとなり、県民全体で森林を支える社会の実現に向けては、森

林教育をはじめとした森林や木材にふれあい・学ぶ機会の増加に向けた取組を長期的・継続的に実施して

いくことが重要であると考えられます。 

こうしたことから、「災害に強い森林づくり」と「県民全体で森林を支える社会づくり」を引き続き進め

ていく必要があるため、必要な見直しを行いつつ、県民税制度を継続することとします。 

 

 

 
※1 ・令和４年７月～８月に実施 

・調査には令和６年度から国の森林環境税（個人年額 1,000 円）が導入される旨を明記 

・2,278 件の回答があり、回収率は 45.6% 
※2 ・航空レーザ測量実施済箇所の解析結果等から流木発生の危険が高い箇所の抽出を行ったところ、県内全域で約

1,500 流域が流木発生の危険がある流域として推定される。一方、災害緩衝林の整備は平成 26 年度からの 10 年

間で 300 箇所（予定）に留まっている。 
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４．第３期（令和６年度～10 年度）の制度に関する基本的な考え方 

県民意識調査や市町・林業関係団体への意見聴取の結果などをふまえ、以下のとおり基本的な考え方を

定めます。 

 

（１）みえ森と緑の県民税のしくみ 

① ２つの基本方針及び５つの対策 

・２つの基本方針については、ほとんどの市町・林業関係団体が第３期も「現行制度どおりでよい」

との意見であったほか、県民意識調査においても、第３期も県民税を活用した取組を継続すること

に賛成する理由について、「災害に強い森林づくり」及び「県民全体で森林を支える社会づくり」

には、長期的・継続的に取り組んでいくべきとの意見が最も多くあったことから、継続することと

します。 

 ・５つの対策については、多くの市町や林業関係団体が第３期も「現行制度どおりでよい」との意見

であったほか、県民意識調査においても、第２期の主要な取組について、８割以上の方が「とても

重要」または「ある程度重要」との意見であったことから、継続することとします。 

② 税率・課税方法等 

・対策を進めていくために必要となる経費を確保すること、県民の皆さんの過重な負担にならないこ

と等を総合的に考慮して、税率は変更しないこととします。 

・納税しやすい仕組みであり、徴税コストを抑えることのできる「県民税均等割の超過課税方式」を

継続して採用することとします。 

③ 県による基金の設置 

・「県民税均等割の超過課税方式」の場合、普通税であることから一般財源として扱うこととなり、

森林づくりのために使われることを県民の皆様に対して明らかにする必要があることから、県によ

る基金を継続して設置し、一般財源と区分することとします。 

④ 評価委員会の設置 

・第三者による評価の結果を基に事業の適切な実施やブラッシュアップを図るため、継続して「みえ

森と緑の県民税評価委員会」を設置し、事業評価を行うこととします。 

 

（２）「三重の森林づくり基本計画」との関係 

県では、森林を県民の共有財産と捉え、国、県、市町、事業者、森林所有者等及び県民一人ひとりが、

それぞれの責任と役割に応じて互いに協働しながら豊かで健全な姿で次代に引き継いでいくため、平成 

17 年に「三重の森林づくり条例」を制定するとともに、この条例に基づく「三重の森林づくり基本計画」

を策定しています。 

平成 31 年３月に改定した「三重の森林づくり基本計画 2019」では、計画期間を令和元年度から令和

10 年度までの 10 年間とし、県民税を活用した事業も位置付けて、設定した数値目標の達成に向けて取

り組むとともに、毎年度、その実施状況を取りまとめて公表していくこととしています。 
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（３）国の森林環境譲与税との関係 

国の森林環境譲与税は、森林の有する公益的機能の維持増進の重要性に鑑み、市町村及び都道府県が

実施する森林の整備及びその促進に関する施策の財源に充てるため、令和元年度に創設されました。 

県では、平成 31 年２月 13 日付けで、「三重県における森林環境譲与税についての基本的な考え方」

を定めて市町と共有し、みえ森と緑の県民税と森林環境譲与税の使途を棲み分けて、双方を有効に活用

しています。 

具体的には、みえ森と緑の県民税は２つの基本方針である「災害に強い森林づくり」と「県民全体で

森林を支える社会づくり」に沿った施策に活用し、森林環境譲与税は「森林経営管理法」に基づき実施

する森林整備をはじめ、林業の人材育成や担い手の確保、木材利用の促進などの林業振興施策を中心に

活用しています。 

今後も、両税の使途を棲み分けながら、両税を有効に活用して森林・林業施策を進めていくこととし

ます。 

 

（４）全国植樹祭の開催に向けた取組 

全国植樹祭は、国土緑化運動の中心的な行事として、天皇皇后両陛下の御臨席のもと、全国各地から

緑化関係者等の参加を得て、両陛下によるお手植えや参加者による記念植樹等を通じて、国民の森林に

対する愛情を培うことを目的に、毎年各地で開催されている国民的行事（四大行幸啓）であり、県では、

令和 13 年の招致を表明しているところです。 

全国植樹祭を三重県で開催することは、県民の皆さんが森林の大切さを見つめ直し、森林や緑と共生

した持続可能で豊かな社会を築いていくための気運を高める絶好の機会であり、「県民全体で森林を支

える社会づくり」の実現に大きく貢献するものであることから、開催に向けた気運醸成と必要な経費の

積立に取り組むこととします。 

 

（５）税を活用した事業を行ううえでの３原則 

税導入の趣旨や他の財源との棲み分けの必要性をふまえ、みえ森と緑の県民税を活用した事業を実施

するに当たっては、引き続き、以下の３つの原則によることとします。 

【原則１】 「２つの基本方針と５つの対策」に沿った内容であること。 

【原則２】 新たな森林対策として実施する新規又はこれに準ずる内容であること。なお、税導入以

前から取り組まれている事業の場合は、新たな視点を取り入れた内容とすること。 

【原則３】 直接的な財産形成を目的とする内容でないこと。 
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５．「みえ森と緑の県民税」を活用した施策 

これまでの取組状況をふまえ、山崩れや洪水等災害発生のリスクを軽減するような森林整備を進める施

策と、そうした森林づくりを県民全体で支える社会づくりを進める施策の継続が必要であることから、２

つの基本方針（基本方針１：災害に強い森林づくり、基本方針２：県民全体で森林を支える社会づくり）

に基づく５つの対策を実施します。 

 

（１）主な事業 

① 基本方針１ 災害に強い森林づくり 

防災・減災の観点から早急に整備が求められる森林について、土砂災害防止機能等を高めるために

必要な対策を講じ、災害に強い森林を実現します。 

対策 対策の基本的な考え方 想定事業の例 

１
.
土
砂
や
流
木
に
よ
る
被
害
を
出
さ
な
い
森
林
づ
く
り 

土砂や流木によって人家や

公共施設、沿岸及び漁業等に

被害が及ばないように、洪水

緩和や土砂災害防止機能等

の森林の働きを発揮させる

ために必要な対策を進める。 

 

① 土石流等の被害を軽減する森林の整備 

渓流沿いの一定幅の森林を伐採・搬出して流木の発生を抑制

するとともに、残存木の大径化を促進し、樹木の抵抗力で耐え

られる土石流等を緩衝する。また、現地状況に応じて、伐採木

を山腹の土砂止めとして有効活用する。 

② 流域の防災機能強化を図る森林の整備 

山腹崩壊の発生源となる斜面上部の０次谷等の凹地形周辺

や、渓流の上部で整備が遅れている森林等について、根系や下

層植生の発達を促す森林整備を実施する。 

③ 森林内の防災施設等に堆積した土砂や流木除去 

治山ダム等の施設に堆積した土砂や流木を撤去し、施設の機

能を回復する。 

④ 土砂や流木による被害を出さない森林づくりの基礎情報整備 

事業の効率的かつ効果的な実施を図るため、森林の現状を的

確に把握し、優先的に森林整備を実施する地域等を判断するた

めの航空レーザー測量や境界の明確化を実施する。 

⑤ 森林の機能を維持するための更新対策 

ニホンジカによる食害等により、森林の持つ土砂流出防止等

の機能が低下することを予防するため、獣害対策を実施すると

ともに、森林の機能を早期に発揮させるための対策を実施する。 

 

等、「土砂や流木による被害を出さない森林づくり」に資する事業 

２
.
暮
ら
し
に
身
近
な
森
林
づ
く
り 

生活環境の保全や向上のた

め、県民の暮らしに関わりの

深い森林について必要な対

策を進める。 

① 荒廃した里山や竹林の再生 

放置された里山や拡大する竹林の整備を行う。 

② 集落周辺の森林整備 

ライフライン周辺や人家裏、通学路沿いで倒木になる恐れの

ある危険木の除去等を行う。 

③ 水源林等の公有林化・整備 

水源林として重要な森林や、防災・減災の観点から公的管理が

望ましい森林について、公有林化や整備を実施する。 

④ 木質バイオマスの活用 

里山などの整備で発生する林地残材を木質バイオマスとして

活用する「木の駅プロジェクト」等を促進する。 

⑤ 海岸林の整備 

防潮・防風・飛砂防止や津波対策等のため、海岸林造成や維

持管理を行う。 

 

等、「暮らしに身近な森林づくり」に資する事業 
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② 基本方針２ 県民全体で森林を支える社会づくり 

将来にわたり「災害に強い森林づくり」を引き継いでいくため、森林教育に携わる人材の育成や、

学校等における取組の推進、県民の森林への理解を深めるための場の整備等、県民全体で森林を支え

る社会づくりを進めます。 

対策 対策の基本的な考え方 想定事業の例 

３
.
森
を
育
む
人
づ
く
り 

「災害に強い森林づくり」を

将来に引き継ぎ、また森林や

緑を大切に思い・育む人づく

りのため、森林教育に携わる

人材の育成や、教育活動を進

める。 

① 三重の森林づくりを担う人材の育成 

「災害に強い森林づくり」「県民全体で森林を支える社会づ

くり」を担う人材の育成を進める。 

② 森林教育推進体制づくり・森林づくり技術者の育成 

「みえ森づくりサポートセンター」の運営を通じ、森林教育指

導者の養成や一定レベル以上の技術を修得させるための研修会の

開催、学校教育、保育関係者等を対象とした研修を実施する。 

③ 学校等における森林教育の実施 

学校等において、実情に応じ、子どもたちが森林について学

ぶための森林教育や野外体験保育等の活動を実施するととも

に、大人や企業等を対象として森林教育を展開する。 

 

等、「森を育む人づくり」に資する事業 

４
.
森
と
人
を
つ
な
ぐ
学
び
の
場
づ
く
り 

未就学児や児童、生徒をはじ

め、様々な県民に森林や木材

について学び・ふれあう場を

提供し、森と県民との関係を

深める対策を進める。 

① 森林教育が行える場の整備 

森林教育や野外体験保育に活用できる場の整備やリニューア

ルを図る。 

② 多様な主体が森林や木材について学び・ふれあう場の創出 

都市住民と山村地域との交流等、多様な主体が連携しながら

森林や木材について学び・ふれあい、体感できる学びの場づく

りを促進する。 

また、令和 13 年の招致を表明している全国植樹祭を見据

え、県民をはじめ多様な主体による森林づくり活動の促進やネ

ットワークづくり、森林や木材に親しんでもらうイベントの開

催などにより、気運の醸成を進める。 

 

等、「森と人をつなぐ学びの場づくり」に資する事業 

５
.
地
域
の
身
近
な
水
や
緑
の
環
境
づ
く
り 

地域の身近な水や緑の環境

づくりを進めるため、森・川・

海のつながりを意識した森

林や緑、水辺環境を守り、生

物多様性を保全する活動へ

の支援や、森林や緑と親しむ

ための環境整備等、身近な緑

や水辺の環境と県民との関

係を深める対策を進める。 

① 森林の総合利用のための整備 

森林浴等癒しや健康増進のために森林を活用できるよう、遊

歩道・ベンチの設置等の環境整備や老朽化した既存施設等の再

整備を行う。 

② 生物多様性の保全 

森林の多面的機能の一つである、生物多様性の保全に資する

ため、自然環境・生物多様性に係る情報の収集、調査やデータ

ベースの整備を行う。また、活動団体等への支援を行う。 

③ 住民等による海岸漂着流木等の回収活動に対する支援 

  住民等の団体による海岸漂着流木等の回収活動を進める。 

 

等、「地域の身近な水や緑の環境づくり」に資する事業 
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③ その他 

そ
の
他 

① みえ森と緑の県民税制度の運営 

みえ森と緑の県民税評価委員会の運営のほか、制度や使途の周知など、税制度の運営に必要

な取組を実施する。 

② 全国植樹祭の開催に向けた基金積立 

県民の皆さんが森林の大切さを見つめ直し、森林や緑と共生した持続可能で豊かな社会を築

いていくための気運を高める絶好の機会であり、「県民全体で森林を支える社会づくり」の実現

に大きく貢献するものであることから、令和 13 年の招致を表明している全国植樹祭の開催に必

要な経費の積立を実施する。 

 

（２）必要となる経費 

令和６～10 年度で想定される経費は以下を見込んでいます。 

基本方針 対 策 

５年間で想定 

される事業費 

（億円） 

割合 

（％） 

１．災害に強い森林

づくり 

１．土砂や流木による被害を出さない森林づくり 26.9 55.2 

２．暮らしに身近な森林づくり 9.9 20.3 

小 計 36.8 75.5 

２．県民全体で森林

を支える社会づ

くり 

３．森を育む人づくり 3.5 7.2 

４．森と人をつなぐ学びの場づくり  5.1 10.5 

５．地域の身近な水や緑の環境づくり 3.3 6.8 

小 計 11.9 24.5 

小 計 48.7 100 

共通経費（災害対応予備費、評価委員会の運営等） 1.3 － 

全国植樹祭に向けた基金積立 5.0 － 

合 計 55.0  － 

 

（３）地域の実情に応じて実施する対策への支援 

① 市町交付金制度 

これまで、市町交付金制度を活用し、地域の実情に応じて創意工夫した様々な事業が県内全域で展

開され、令和元年度から４年度までに 449 事業が実施されました。また、第２期では、県と市町が連

携して、流域の防災機能を高めるための面的な森林整備や獣害対策に取り組んだほか、ライフライン

事業者とも連携して、ライフライン周辺の危険木の事前伐採を実施しました。このように、この制度

は「災害に強い森林づくり」と「県民全体で森林を支える社会づくり」を進めるうえで大きく貢献し

ました。 

「災害に強い森林づくり」と「県民全体で森林を支える社会づくり」の実現に向けては、引き続き、

地域に密着した市町の取組と併せて、県と市町が連携して課題解決に取り組む必要があることから、

必要な見直しを講じたうえで、引き続き市町交付金制度を実施します。 
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② 県と市町の役割分担 

事業を効果的に展開するために、県と市町が役割分担した中で、効果的・効率的に事業実施するこ

ととします。事業における県と市町の役割分担は次のとおり考えます。 

県 

基本方針１のうち、対策１を継続して重点的に取り組むこととし、事業の実施による効果が広

範囲にもたらされる対策や、県が実施することで効率化が図られる対策を担う。また、市町に

おける事業構築に対する支援を行う。 

市町 
地域の実情に応じたきめ細かな対策や、住民との直接的な関係が見込まれる身近な対策を担

う。 

 

③  市町交付金配分の考え方 

交付金額は、上記の役割分担をふまえ、県と市町の配分は５：５を基本としつつ、市町からの要望

に基づいた柔軟な配分を行います。 

市町毎の配分は、森林面積や人口などを算定基礎として配分の上限額を設定したうえで、市町から

の要望に基づいて配分する「基本枠」と、県と市町が連携して取り組むべき課題に対し、市町からの

申請に応じて配分する「連携枠」を設けます。 

基本枠 

市町からの要望に基づいて、必要な規模を配分します。 

※均等配分（各市町へ均等に一定額を配分）、人口配分（市町の人口割合に応じて配分）、

森林面積配分（市町の森林面積割合に応じて配分）の３つの配分方法を組み合わせて配分

の上限額を設定します。 

連携枠 
面的な森林整備や獣害対策、ライフライン周辺の危険木の事前伐採など、県と市町が連携

して取り組むべき課題に対し、市町からの申請に応じて配分します。 

 

６．「みえ森と緑の県民税」のしくみ 

森林の恩恵は全ての県民の皆さんが受けていることから、「災害に強い森林づくり」と「県民全体で森

林を支える社会づくり」を進めるために必要な費用について、県民の皆さんに幅広く負担していただくと

の「みえ森と緑の県民税」の趣旨と、県民税均等割の「地域社会の費用について個人も法人も構成員とし

て幅広く負担を求める」という性格が合致することから、現行の県民税均等割に上乗せして課税する「県

民税均等割の超過課税方式」を、継続して採用します。 

この方式は、森林づくりのための税を導入している全ての府県において採用されており、既存の税制度

を活用することから納税しやすい仕組みであり、徴税にかかるコストも新たな税の創設より抑えられてい

ます。 

 

 

課税方式 県民税均等割の超過課税 

納税義務者 【個人】＜納税義務者数約 93 万人＞ 

１月１日現在で、県内に住所、家屋敷または事務所等を有している方 

ただし、次の①、②、③のいずれかに該当する方には課税されません。 

① 生活保護法の規定による生活扶助を受けている方 

② 障がい者、未成年者、寡婦又はひとり親で、前年の合計所得金額が 135 万円以下の方 

③ 前年の合計所得金額が、市町の条例で定める金額以下の方 

【法人】＜約４万法人＞ 

県内に事務所、事業所等を有している法人 
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税率（年額） 【個人】1,000 円 

【法人】現行の均等割額の 10％相当額（2,000～80,000 円） 

（現行の均等割額は、下表のとおり資本金等の額に応じて決まる。） 

区  分 

（資本金等の額の区分） 

税   率 

（ 年 額 ） 

 

１千万円超 

１億円超 

10 億円超 

50 億円超 

 

～ 

～ 

～ 

 

１千万円以下 

１億円以下 

10 億円以下 

50 億円以下 

 

2,000 円 

5,000 円 

13,000 円 

54,000 円 

80,000 円 
 

【税率設定の考え方】 

必要となる経費を確保すること、県民の皆さんの過重な負担にならないこと等を総合的に考慮し

て設定しました。 

税収規模  

徴収方法 【個人】市町が個人県民税均等割に上乗せをして賦課徴収し、県へ払い込む。 

【法人】法人が法人県民税均等割に上乗せをして県に申告納付する。 

 

 

 

 

 

 

導入時期 平成 26 年４月１日より導入 

税収の使途 
「災害に強い森林づくり」及び「県民全体で森林を支える社会づくり」を推進する施策に充てる。 

使途の明確化 
「みえ森と緑の県民税基金」に積み立てて、使途を明確化する。 

評価制度 「みえ森と緑の県民税評価委員会」を設置し、事業についての意見や提案をいただくとともに、

事業結果についての評価検証を行う。 

見直し期間 施行後おおむね５年ごと、または必要に応じ見直しを行う。 

 

７．使途の明確化（基金積立） 

「県民税均等割の超過課税方式」の場合、普通税であることから一般財源として扱うこととなります。

新たな森林づくりの施策に対して新たな税負担を求めるものであり、超過課税相当分が森林づくりのため

に使われることを県民の皆様に対して明らかにする必要があります。 

このため、超過課税相当分を「みえ森と緑の県民税基金」に積み立てることで既存財源と区分して使途

を明確化するとともに、事業の結果についても公表することとします。 

 

 
  

市 町 

 

三重県 

県 民 

事業者 

給与所得者 事業所得者等 法 人 

納税義務者 税収（年度） 

個人 ９億１千万円 

法人 １億９千万円 

計 11 億０千万円 

－84－ －85－



８．制度や使途の周知 

税導入から 10 年が経過する中、県民意識調査の結果では、税の認知度は 19.5％に留まっており、県民

の皆さんに対するさらなる周知とともに、事業の成果や効果の発信と併せて、森林の大切さや木材の利用

意義について伝えていくことが必要です。また、令和 13 年の招致を表明している全国植樹祭に向けた気

運醸成が必要であり、こうした取組と併せて情報を発信していくことも重要です。 

こうしたことから、例えば、 

・さまざまな媒体を活用した広報活動 

・自然体験に関心のある方などにターゲットを絞った情報発信 

・事業の地元説明会などの開催を通じた周知活動 

・全国植樹祭に向けた気運醸成と併せた発信 

・森林や木材に親しんでもらうイベントの開催 

など、これまで以上に取組を強化し、市町や林業関係者とも連携しながら、税の制度や使途の周知はもち

ろん、事業の成果や効果とともに、森林の大切さや木材の利用意義について発信していきます。また、森

林環境譲与税と棲み分けて活用していることについて、県民の皆さんの理解が得られるよう併せて発信し

ます。 

 

９．評価制度 

第三者による「みえ森と緑の県民税評価委員会」により、実施した事業について、毎年度、評価検証を

行い、必要に応じて事業の見直しを行います。これらの結果は、県民の皆さんに対して公表します。 

 

＜基金積立と評価制度＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

10．制度の見直し 

森林づくりには多くの時間を要することから、一定の事業が展開された段階で、効果の検証が必要であ

ることを考慮し、おおむね５年ごと、または必要に応じ、みえ森と緑の県民税評価委員会により評価・検

証を行い、制度を見直すこととします。 
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税 
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みえ森と緑の県民税 

基 金 

積立て 

処 分 

事 業 実 施 

みえ森と緑
の県民税 
評価委員会 

事業結果等報告 

意見・提案 

評価検証 

県民 

事業者 公表 
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３ みえ森と緑の県民税基金事業の評価方法について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業総括・県営事業・市町交付金（連携枠）事業　※事業別

市町交付金（基本枠）事業　※市町別

34.0≦X≦40.0

22.0≦X＜28.0

16.0≦X＜22.0

10.0≦X＜16.0

　取組が妥当である

28.0≦X＜34.0 Ｂ

Ｃ

Ｄ

Ｅ

評価点 合計

1 　○○○事業

2 　○○○事業

⑦ 　生物多様性推進事業

⑧

評価

Ａ

⑤－ア 　みえ森林教育ビジョン推進事業

④ 　森林情報基盤整備事業

⑩ 　みえ森と緑の県民税制度運営事業

事業名
事業内容(32) 情報発信(８)

　県民参加の植樹祭事業

⑨－イ 　みえ森と緑の県民税市町交付金（基本枠）事業

③ 　災害に強い森林再生事業

⑨-ｱ-a 　流域防災機能強化対策事業

⑨-ｱ-b 　災害からライフラインを守る事前伐採事業

②－ア 　災害緩衝林整備事業

②－イ 　土砂・流木緊急除去事業

⑤－イ 　みえ森づくりサポートセンター運営事業

⑤－ウ 　みえ森林教育ステーション運営・整備事業

⑥ 　みんなで取り組む三重の森づくり推進事業

事業名

① 　みえ森と緑の県民税基金積立金事業（事業総括）

評価点

みえ森と緑の県民税基金事業の評価方法

合計(40)

　10名の委員を３班に分け、班ごとに分担した事業について、別紙に基づき「事業内容」(32点)
「情報発信」(８点)の２項目を評価。評価後、各委員の評価点を項目ごとに平均(小数第一位四捨五
入)し、２項目の合計を以下により「Ａ」～「Ｅ」で評価。
　なお、｢①基金積立金事業(事業総括)｣は全事業の平均、｢⑨-ｲ市町交付金(基本枠)事業｣は基本枠
全事業の平均で評価。

　取組が特に優れている

　取組が優れている

　取組は妥当であるが
　さらに工夫が必要である

　現状の取組に改善が必要である

評価

　森林とふれあう自然公園環境整備事業

⑨-ｱ-c

事業内容(32) 情報発信(８) 合計(40)

評価点
評価
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4 (8) 3 (6) 2 (4) 1 (2)

32  / 32

4 3 2 1

効果的な内容の発
信が行われている
か。

4

県民税の活用や
事業実績等に加
え、森林への理
解醸成に向けた
内容等について
も発信が行われ
ている。

県民税の活用や
事業実績等につ
いて発信が行わ
れている。

県民税の活用や
事業実績等につ
いて発信が行わ
れているが、改
善の余地があ
る。

発信が行われて
いない。

【例】
「事業の実績」「事業と２つの基
本方針との関係」「多面的機能を
発揮する森林の重要性」「森林資
源の循環利用」「木材利用の意
義」の県民への発信　など

効果的な方法で発
信が行われている
か。

4

複数の媒体を活
用するなど、特
に効果的な方法
で発信が行われ
ている。

効果的な方法で
発信が行われて
いる。

発信が行われて
いるが、改善の
余地がある。

発信が行われて
いない。

【例】
インターネット、ＳＮＳ、広報
誌、テレビ、ラジオ、学校だよ
り、オリジナルチラシの作成・配
布、イベントにおける発信、ド
ローンの活用　など

8  / 8

40  / 40 評価 (A～E) Ａ

項目

県民への波及効
果が小さい事業
である。

県民への波及効
果が見込めない
事業である。

※評価のポイント
○事業で実施する森林整備、危険
木伐採、森林教育活動、木製品の
導入、イベント開催、施設整備な
どは、直接的な事業効果に加え、
県民への間接的な波及効果が大き
い事業であるか。(×2)

県民への波及効果
が大きい事業であ
るか。

8
県民への波及効
果が特に大きい
事業である。

県民への波及効
果が大きい事業
である。

視点 備考

【例】
さまざまな主体との連携・協働、
アンケートによるニーズの把握や
PDCAサイクルによる事業のブラッ
シュアップ　など

備考
評価の基準

配点説明

効果的な工夫が
行われている。

工夫が行われて
いるが、改善の
余地がある。

工夫が行われて
いない。

妥
当
性

持
続
性

(×2)

公
益
性

説明 配点
評価の基準

持続的・長期的視
点に立った工夫が
行われているか。

8

事業への提言

評価点 合計

計

【例】
持続的な森林づくり、危険木伐採
時における施業の工夫、里山整備
計画の策定、転用や目的外使用の
規制、森林教育指導者の育成、学
校等における森林教育活動、幼稚
園等への木製玩具の導入　など(×2)

工夫が行われて
いない。

特に効果的な工
夫が行われてい
る。

効果的な工夫が
行われている。

工夫が行われて
いるが、改善の
余地がある。

項目 視点

発
信
内
容

情
報
発
信 発

信
方
法

目的が達成さ
れ、県民に有益
な事業である。

目的が達成され
ているが、有益
性が低い事業で
ある。

目的の達成度が
低い事業であ
る。

※評価のポイント
○「２つの基本方針」の推進に有
効であるか。
○山地災害の未然防止や整備した
施設の利活用など県民に有益な事
業であるか。

事
業
内
容

有
益
性

有
効
性

目的が達成され、
県民に有益な事業
であるか。

8

目的が達成さ
れ、特に県民に
有益な事業であ
る。

(×2)

事業効果の発現に
向けて、地域の実
情や状況変化に応
じた工夫が行われ
ているか。

8
特に効果的な工
夫が行われてい
る。

計
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全植積⽴

県（※※1/2） 市町（連携枠分含む）（※※1/2）＝基礎額

連携枠（基礎額の※※1/3） 基本枠（基礎額の※※2/3）

⼀部を県が実施

制度運営費
災害対応予備費

基本枠県

４ みえ森と緑の県民税市町交付金事業の概要 

 

みえ森と緑の県民税の趣旨に沿って、市町が県と連携して課題解決に取り組むとともに、市

町が地域の実情に応じ創意工夫して森林づくりの施策を展開することができるよう、みえ森と

緑の県民税市町交付金（以下「市町交付金」という。）を交付するものです。 

 

１．県と市町との役割分担 

県 

基本方針１のうち、対策１を継続して重点的に取り組むこととし、事業の

実施による効果が広範囲にもたらされる対策や、県が実施することで効率

化が図られる対策を担う。また、市町における事業構築に対する支援を行

う。 

市町 
地域の実情に応じたきめ細かな対策や、住民との直接的な関係が見込まれ

る身近な対策を担う。 

 

２．市町交付金の配分 

県民税基金の取崩可能額のうち、制度運営費、災害対応予備費、全国植樹祭に向けた基金積

立を除いた額の概ね２分の１(※)に相当する額を市町交付金の総額とします。第３期５年間の

総額で、県と市町の配分割合は、５：５を基本としつつ、市町からの要望に基づいた柔軟な配

分を行います。 

市町交付金事業には、県と市町が連携して取り組むべき課題に対し、市町からの申請に応じ

て配分する「連携枠」と、森林面積や人口などを算定基礎として配分の上限額を設定したうえ

で、市町からの要望に基づいて配分する「基本枠」を設けます。 

配分割合は、「連携枠（県が実施した方が効率的である事業を含む）」は、市町交付金総額の

概ね３分の１、「基本枠」の配分割合は、概ね３分の２とします。 

 

連携枠 

面的な森林整備や獣害対策、ライフライン周辺の危険木の事前伐採など、県

と市町が連携して取り組むべき課題に対し、市町からの申請に応じて配分し

ます。 

基本枠 

市町からの要望に基づいて、必要な規模を配分します。 

※均等配分（各市町へ均等に一定額を配分）、人口配分（市町の人口割合に

応じて配分）、森林面積配分（市町の森林面積割合に応じて配分）の３つの

配分方法を組み合わせて配分の上限額を設定します。 

 

【配分の概要】 

 

 

 

 

  

 

※配分割合は、表示の割合を基本としつつも、市町からの要望や事業実施状況によって変動 
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３．市町交付金の使途 

１）みえ森と緑の県民税を活用した事業を行ううえでの３原則 

事業の実施にあたっては、次の３つの原則全てを満たさなければなりません。 

 

【原則１】 「２つの基本方針と５つの対策(※)」に沿った内容であること。 

【原則２】 新たな森林対策として実施する新規又はこれに準ずる内容であること。なお、税

導入以前から取り組まれている事業の場合は、新たな視点を取り入れた内容とす

ること。 

【原則３】 直接的な財産形成を目的とする内容でないこと。 

 

 

※２つの基本方針と５つの対策 

基本方針１ 災害に強い森林づくり 

    対策１ 土砂や流木による被害を出さない森林づくり 

    対策２ 暮らしに身近な森林づくり 

基本方針２ 県民全体で森林を支える社会づくり 

対策３ 森を育む人づくり 

    対策４ 森と人をつなぐ学びの場づくり 

    対策５ 地域の身近な水や緑の環境づくり 

 

２）森林環境譲与税との関係 

県では、平成31年２月13日付けで、「三重県における森林環境譲与税についての基本的な考え

方」を定めて市町と共有し、みえ森と緑の県民税と森林環境譲与税の使途を棲み分けて、双方

を有効に活用しています。今後も、両税に使途を棲み分け有効活用しながら、森林・林業施策

を進めます。 

 

３）市町における基金設置について 

市町は、交付金事業の財源に充てるための基金を設置し、交付金を計画的に基金に積み立て

たうえで次年度以降の交付金事業に充てることができます。なお、積み立てた基金は、原則と

して第３期内に活用する必要があります。 
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〔参考資料〕基本枠の算出根拠（人口及び森林面積） 

市町名 人口(人) 民有林面積(ha) 

津市 272,753 40,792 

四日市市 303,818 2,498 

伊勢市 121,656 10,956 

松阪市 157,850 41,341 

桑名市 137,708 2,871 

鈴鹿市 194,197 3,421 

名張市 75,669 6,827 

尾鷲市 15,852 14,926 

亀山市 49,689 11,659 

鳥羽市 17,187 7,484 

熊野市 15,674 29,629 

いなべ市 44,623 11,725 

志摩市 45,056 9,101 

伊賀市 87,369 32,566 

木曽岬町 5,916 0 

東員町 25,762 154 

菰野町 40,482 5,237 

朝日町 11,104 63 

川越町 15,310 0 

多気町 13,828 5,915 

明和町 22,361 311 

大台町 8,422 27,942 

玉城町 14,969 1,259 

度会町 7,707 11,410 

大紀町 7,546 20,406 

南伊勢町 10,594 20,430 

紀北町 14,196 18,008 

御浜町 7,949 5,604 

紀宝町 10,168 6,027 

合計 1,755,415 348,562 

※１．人口は、令和４年版三重県勢要覧に記載の市町別人口（固定） 

※２．民有林面積は、令和５年４月１日現在で最新の地域森林計画（北伊勢・南伊勢・伊賀・尾鷲熊野）に記載の

民有林面積（固定） 
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５ 三重県における森林環境譲与税活用についての基本的な考え方 
平成 31 年２月 13 日 

  

1．策定の目的  

平成 31 年度から始まる森林環境譲与税を活用した事業が、税創設の趣旨に即した効果的なものとなる

とともに、森林環境譲与税とみえ森と緑の県民税の、それぞれの目的・使途を明確にし、双方を有効に活

用するための基本的な考え方を定めるものです。 

 

2．森林環境譲与税の趣旨  

森林環境譲与税は、パリ協定の枠組みの下におけるわが国の温室効果ガス排出削減目標の達成等に向け

て、森林整備等に必要な地方財源を安定的に確保する観点から、平成 31 年４月に施行される森林経営管

理法を踏まえ、主に市町村が行う森林の公的な管理を始めとする森林整備等の財源に充当するため創設さ

れるものです。 

 

3．森林環境譲与税の活用方法に関する基本的な考え方  

森林環境譲与税の使途として、国は、地域の実情に応じて法令に定める範囲で事業を幅広く弾力的に実

施できるとしており、森林環境税及び森林環境譲与税に関する法律案において 

・市町は、 

①森林の整備に関する施策 

②森林の整備を担うべき人材の育成及び確保、森林の有する公益的機能に関する普及啓発、木材の利

用の促進その他の森林の整備の促進に関する施策 

・県は、 

①市町が実施する上記①②に掲げる施策の支援に関する施策 

②市町が実施する森林の整備に関する施策の円滑な実施に資するための森林の整備に関する施策 

③森林の整備を担うべき人材の育成及び確保、森林の有する公益的機能に関する普及啓発、木材の利

用の促進その他の森林の整備の促進に関する施策 

に充当するものとしています。 

 

これらを踏まえ、森林環境譲与税を活用した事業の実施にあたっては、以下に留意するものとします。 

 

（１）森林整備が不十分な森林をより効果的に減少させる取組に優先して充当します 

森林経営管理法は、森林所有者の経営意欲の低下や所有者不明森林の増加、境界未確定の森林の存在や

担い手の不足等が、森林整備を進めるにあたり大きな課題となっていることを受け、これらの課題に的確

に対応し、森林資源の適切な管理を推進することを目的としています。 

このため、市町の事業実施にあたっては、市町区域内における整備が不十分な森林をより効果的に減少

させる取組を優先して実施するものとします。 

このことは、一概に森林環境譲与税を人材育成や担い手の確保、木材利用の促進や普及啓発に充当する

ことを否定するものではありませんが、適切な経営管理が実施されていない森林が存在する市町において

は、森林経営管理法に基づく対策に森林環境譲与税を有効に活用することが重要です。 

 

（２）長期的な視点と目標設定 

森林環境譲与税は、毎年度、あらかじめ決まった額が譲与されるなど、安定的かつ、恒久的(長期的)な

財源であるという特徴をふまえ、長期的な視点や目標を定めた事業構築に努める必要があります。 
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（３）事業目的や効果の整理 

森林環境譲与税は、使途を細かく規定する補助金とは異なり、法令等で定める使途の範囲内で各地方団

体が弾力的に扱える財源となっています。 

ただし、使途の公表が義務づけられていることから、事業の構築及び実施にあたっては、事業の目的や

成果などを対外的に説明できるよう整理する必要があります。 

 

（４）みえ森と緑の県民税との関係 

みえ森と緑の県民税は、「災害に強い森林づくり」と、将来にわたり災害に強い森林を引き継いでいく

ための社会づくり（「県民全体で森林を支える社会づくり」）に必要な経費に活用することとしています。 

このことを踏まえ、森林環境譲与税とみえ森と緑の県民税の使途を、目的やエリアを勘案して区分し、

双方を有効に活用することとします。 

具体的には、 

①森林の整備については、森林環境譲与税を活用して、市町が「林業経営に適さない公的な森林の整

備」等に取り組みます。 

また、みえ森と緑の県民税を活用して、県と市町が役割を分担し、土石流等の被害を軽減する森林

の整備（災害緩衝林整備事業及び同事業を実施した小流域等における防災機能強化を図る森林整

備等）や治山ダム等に異常堆積した土砂や流木の撤去、人家裏などの危険木の除去等、「災害に強

い森林づくり」に取り組みます。 

②人材の育成については、森林環境譲与税を活用して、県と市町が役割を分担して、林業・木材産業

に携わる人材の育成等、「森林整備を担う人づくり」に取り組みます。 

また、みえ森と緑の県民税を活用して、県と市町が役割を分担して、森づくり活動を行うボランテ

ィアなど、身近な場所で活躍する「森を育む人づくり」に取り組みます。 

③普及啓発（意識の醸成）については、みえ森と緑の県民税を活用して、県と市町が役割を分担して、

森林環境教育・木育の実施（木育や森林環境教育を実施するために行う施設整備等を含む）や森林

にふれあうことのできる環境の整備など、主に「森と人をつなぐ学びの場づくり」等に取り組みま

す。 

④木材の利用については、森林環境譲与税を活用して、市町が、公共建築物等の木造・木質化など、

森林整備につながる地域材の利用を促進します。 

 

（５）森林環境譲与税の基金としての積み立て 

森林環境譲与税は、後年度事業に要する費用に充当するために留保し、基金に積み立てる、または特別

会計において繰越することが可能です。 

特に単年度の譲与税額が少ない市町にあっては、基金に積み立てることにより、譲与税を効率的、効果

的に活用することができることから、基金の創設を検討するものとします。（ただし、みえ森と緑の県民

税に関する基金を設置している市町においては、明確に区分し管理する必要があります。） 

 

4．森林環境譲与税を活用した事業例と留意事項  

（１）林業経営に適さない森林の整備 

ア 森林経営管理法に基づいて実施する森林整備（市町村森林経営管理事業） 

市町が経営管理権を設定した森林の内、林業経営に適さない森林において、保育、間伐等の森林施業、

及び施業に必要な路網の整備等を実施します。 

・施業等は、市町が直営又は林業事業体等への委託等により実施します。 

・施業等には、施業実施区域の測量や現況調査等を含みます。 

注 1 伐採跡地（造林未済地を含む）における植栽、下刈り等の初期保育は、森林所有者が伐採した収

益において行うべきものであるため、森林環境譲与税の使途には適さないと考えます。 
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注２ 森林環境譲与税の配分が、私有林人工林面積を基準としていることから、人工林の整備が優先さ

れるべきでありますが、市町の判断で人工林よりも天然林（広葉樹林）の整備が優先されると説明

できる場合は、天然林の整備にも充当可能と考えます。 

注 3 公有林は、一般財源によって管理が行われるという前提であり、森林環境譲与税の使途としては

適さないと言えますが、市町の判断で私有林の整備よりも優先されると説明できる場合は、公有林

の管理にも充当可能と考えます。 

注 4 財産区有林についても同様に、市町の判断で私有林の整備よりも優先されると説明できる場合

は、財産区有林の整備にも充当可能と考えます。 

イ 経営管理の意向に関する調査 

市町が経営管理権集積計画を定める場合に、地域の実情を踏まえた意向調査対象区域を設定し、地域の

協力のもと意向調査を実施します。 

・施業プランナーや林家、自治会関係者等と連携し、ダイレクトメールの発送や集落座談会、訪問活

動等の形で所有者の意向調査を実施します。 

（調査は市町が直営又はアドバイザー等を雇用、若しくは委託等により実施） 

・意向調査の実施区域は、森林所有者から市町に経営管理権の設定の申出のあった森林及びその周辺

や、人工林資源の多い林班（例えば、林班内の人工林率 50%以上等）であって、かつ、森林経営計

画が策定されていない等、持続的に経営管理を行っている者を確認できない林班など、地域の実情

に応じて設定します。 

ウ 経営管理権集積計画の作成に必要な森林境界明確化 

意向調査や森林所有者からの申出により、経営管理権の設定を行おうとする森林において、当該森林を

含む一体の森林の境界明確化を実施します。 

・森林の境界を現地で確認・確定するための立会、杭打ち、測量に要する経費や、その準備等のため

に必要な経費を対象とします。 

エ ア以外に公的な管理が必要な森林の整備 

市町が経営管理権を設定した森林以外で、市町と森林所有者等の間で長期にわたる森林の経営管理に関

する協定が締結されている（見込みを含む）など、市町に管理が委託されたとみなすことができる森林に

ついて、2 の森林環境譲与税創設の趣旨を踏まえ、適当と認める場合は、間伐等の整備を実施することが

できます。 

なお、3（４）により当該森林の整備が「災害に強い森林づくり」を目的とする場合は、みえ森と緑の

県民税を活用します。 

オ 管理放棄され、整備・保全を行う者がいない里山・竹林の整備 

管理放棄等により、森林機能の低下等の恐れのある里山・竹林等について、整備・保全を行う者がいな

いなど、市町による公的な関与が必要な場合は、森林環境譲与税を活用して除伐等の整備を実施します。 

なお、所有者や自治会、ＮＰＯなどが、整備計画等を作成し、継続して管理を実施する場合は、みえ森

と緑の県民税を活用します。 

 

（２）人材育成・担い手の確保 

林業・木材産業に携わる人材の育成等を図り、森林整備を実施する市町を支援するため、県は、みえ森

林・林業アカデミーにおいて、高度な経営や管理能力、現場技術等を身につけた林業・木材産業に携わる

人材育成を行うほか、市町職員や地域林政アドバイザー等を対象とした講座の開設、研修施設の整備等を

実施します。 

市町においては、みえ森林・林業アカデミーや高等教育機関等と連携した技術者養成講座等の受講に対

する支援など、地域における林業・木材産業に携わる人材の確保、育成等を行います。 

なお、森林環境教育・木育指導者の養成や、ＮＰＯやボランティアを対象とした、森づくりに関する研

修会の開催など、「森を育む人づくり」に該当する取組については、みえ森と緑の県民税を活用します。 
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（３）普及啓発（意識の醸成） 

森林や木材について学び・ふれあう機会の提供や、森林と県民との関係を深める対策など、森林環境教

育・木育の取組については、県と市町が役割を分担して、みえ森と緑の県民税を活用して実施します。 

 

（４）木材利用の促進 

県内の公共建築物等への地域材の利用の拡大や、都市部と山間部との自治体連携による木材利用等を促

進するため、市町は、森林環境譲与税を活用し、以下の取組を行います。 

ア 公共建築物等(市町庁舎、体育館、病院、複合型施設等)の木造での整備 

イ 上記公共建築物等の内装の木質化や木製備品の整備 

 

なお、以下については、（３）普及啓発の中で、みえ森と緑の県民税を活用することが可能です。 

単に施設等を整備するだけでなく、その施設等を活用して、森林や緑を大切に思い・育む「人づくり」

のための森林環境教育や木育の取組が、継続して実施される場合において行われる、 

①「木育」を実施する施設の整備 

（木造幼稚園や保育園の建設、幼稚園や保育園、子育て支援施設等における木製玩具・遊具の設置

等） 

②「森林環境教育・木育」の理解を進めるための施設の整備 

（継続的に行っている小中学校や生涯学習施設、図書館等における木製備品の整備等） 

③森林とふれあい、体感できる学びの場の整備 

（森林公園などにおける木造休憩施設等の整備や、公営キャンプ場における木造施設の整備等）な

ど、「森と人をつなぐ学びの場づくり」等に該当する取組。 

 

ウ 都市部と山間部の自治体の連携による森林整備や木材利用の促進 

森林が少なく人口が多い都市部の市町と、森林資源が豊富で木材生産が盛んな山間部の市町が協定等を

締結し、それぞれの資源や特性等を活かしながら、連携・協力して、森林整備や木材利用の促進に取り組

みます。 

 

（５）市町の体制の強化 

森林経営管理法の施行により新たに市町が担う業務の遂行及び、森林の適正な管理と地域の林業・木材

産業の活性化につなげていくために必要な人材の確保や、体制の整備を行います。 

ア 専門員（地域林政アドバイザー等）の雇用 

  ・市町の嘱託職員等として、技術者等を雇用するための経費 

イ 対象業務の委託 

  ・上記の業務について、技術者が在籍する法人等に委託するための経費 

ウ 新たな組織の設立 

  ・取組を推進するための新たな組織（公社等）の設立 

 

なお、森林環境譲与税は、その使途を公表する必要があり、譲与税の目的である森林整備の進捗ととも

に、その使途について説明責任が求められます。 

 

そのため、一般職員の人件費に充当した場合、当該職員を雇用することで、森林整備の進捗にどれだけ

貢献できたかを問われることとなり、特定の職務に従事する嘱託員等と異なり、一般職員については他業

務にも携わることから、特に慎重に対応する必要があります。 

 

※ <参考>森林環境譲与税の使途事例(みえ森と緑の県民税との対比) 

 

三重県ＨＰリンク ⇒ 
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６ みえ森と緑の県民税関連条例 

みえ森と緑の県民税条例 

平成二十五年三月二十九日 

                              三 重 県 条 例 第 十 号 

（趣旨） 

第一条 この条例は、県内における台風等による災害の発生を踏まえ、県民の安全で安心な暮ら

しを確保する上で、山地災害の防止、水源の涵（かん）養、地球温暖化の防止等森林の公益的

機能の果たしている役割は重要であり、その恩恵を広く社会全体が享受していることに鑑み、

災害に強い森林づくり及び県民全体で森林を支える社会づくりを推進する施策に要する経費

の財源に充てるため、三重県県税条例（昭和二十五年三重県条例第三十七号。以下「県税条

例」という。）に規定する県民税の均等割の税率の特例を定めるものとする。 

２ この条例の規定に基づき県税条例第二十六条及び第三十二第一項に規定する県民税の均等

割の税率に加算する額の部分の名称は、みえ森と緑の県民税とする。 

  

（個人の県民税の均等割の税率の特例） 

第二条 個人の県民税の均等割の税率は、県税条例第二十六条の規定にかかわらず、同条例に定

める額に千円を加算した額とする。 

  

（法人の県民税の均等割の税率の特例） 

第三条 法人の県民税の均等割の税率は、県税条例第三十二条第一項の規定にかかわらず、同項

の表の上欄に掲げる法人の区分に応じ、それぞれ同表の下欄に定める額に、当該額に百分の

十を乗じて得た額を加算した額とする。 

２ 前項の規定の適用がある場合における県税条例第三十二条第三項の規定の適用については、

同項中「第一項」とあるのは「みえ森と緑の県民税条例（平成二十五年三重県条例第十号）第

三条第一項」とする。 

  

    附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成二十六年四月一日から施行する。 

（個人の県民税に関する経過措置） 

２ 第二条の規定は、平成二十六年度以降の年度分の個人の県民税について適用し、平成二十五

年分までの個人の県民税については、なお従前の例による。 

 （県税条例附則第十二条の六の二の規定の適用がある場合における個人の県民税の均等割の

税率の特例） 

３ 県税条例附則第十二条の六の二の規定の適用がある場合における第二条の規定の適用につ

いては、同条中「第二十六条」とあるのは「附則第十二条の六の二」とする。 

（法人の県民税に関する経過措置） 

４ 第三条の規定は、平成二十六年四月一日（以下この項において「施行日」という。）以後に

開始する事業年度分の法人の県民税、施行日以後に開始する連結事業年度分の法人の県民税

及び施行日以後に開始する計算期間分の法人の県民税について適用し、施行日前に開始した

事業年度分の法人の県民税、施行日前に開始した連結事業年度分の法人の県民税及び施行日

前に開始した計算期間分の法人の県民税については、なお従前の例による。 

（検討） 

５ 知事は、この条例の施行後おおむね五年ごとに、この条例の施行の状況について検討を加え、

その結果に基づいて必要な措置を講じるものとする。 
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みえ森と緑の県民税基金条例 

平成二十五年三月二十九日 

                           三  重  県  条  例  第  九  号 

  
 （設置） 
 第一条 災害に強い森林づくり及び県民全体で森林を支える社会づくりを推進する施策に要す

る経費の財源に充てるため、みえ森と緑の県民税基金（以下「基金」という。）を設置する。 
  
 （積立て） 
 第二条 基金には、みえ森と緑の県民税条例（平成二十五年三重県条例第十号）第二条及び第

三条の規定による加算額に係る収納額に相当する額及び前条に定める基金の設置の目的のた
めに寄附された寄附金の額を一般会計歳入歳出予算（以下「予算」という。）の定めるところ
により積み立てる。 

  
 （管理） 
 第三条 基金に属する現金は、金融機関への預金その他最も確実かつ有利な方法により保管し

なければならない。 
 ２ 基金に属する現金は、必要に応じ、最も確実かつ有利な有価証券に代えることができる。 
  
 （運用益金の処理） 
 第四条 基金の運用から生じる収益は、予算に計上して、この基金に編入するものとする。 
  
 （処分） 
 第五条 基金は、基金の設置の目的を達成するために必要な経費の財源に充てる場合に限り、

予算の定めるところにより処分することができる。 
  
 （繰替運用） 
 第六条 知事は、財政上必要があると認めるときは、確実な繰戻しの方法、期間及び利率を定

めて、基金に属する現金を歳計現金に繰り替えて運用することができる。 
  
 （委任） 
 第七条 この条例に定めるもののほか、基金の管理に関し必要な事項は、知事が別に定める。 
  
 附 則 
 （施行期日） 
 １ この条例は、平成二十五年四月一日から施行する。 
 （積立ての特例） 
 ２ 第二条の規定にかかわらず、基金には、当分の間、三重県財政調整基金から繰り入れた額

の一部に相当する額を予算の定めるところにより積み立てることができる。 
 （処分の特例） 
 ３ 基金は、前項の規定により積み立てられた額及び当該額の運用から生じる収益として第四

条の規定によりこの基金に編入された額に相当する額を三重県財政調整基金に積み立てるた
めの財源に充てる場合は、第五条の規定にかかわらず、予算の定めるところにより処分する
ことができる。 

 （三重県財政調整基金条例の一部改正） 
 ４ 三重県財政調整基金条例（昭和三十九年三重県条例第十二号）の一部を次のように改正す

る。 
  附則に次の一項を加える。 
 ５ 基金には、当分の間、みえ森と緑の県民税基金条例（平成二十五年三重県条例第九号）附

則第三項の規定により処分された額に相当する額を予算の定めるところにより積み立てるこ
とができるものとする。 
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みえ森と緑の県民税評価委員会条例 

  平成二十六年七月十七日 

                             三重県条例 第 七十九 号 

（設置） 

第一条 みえ森と緑の県民税基金条例（平成二十五年三重県条例第九号）第一条に規定するみえ

森と緑の県民税基金を財源とする事業（次条第一号及び第二号において「基金事業」という。）

の実施後の評価等について調査審議するため、知事の附属機関として、みえ森と緑の県民税

評価委員会（以下「委員会」という。）を設置する。 

（所掌事項） 

第二条 委員会は、知事の諮問に応じて、次に掲げる事項について調査審議する。 

 一 基金事業の実施後の評価に関する事項 

 二 基金事業についての提言に関する事項 

 三 みえ森と緑の県民税条例（平成二十五年三重県条例第十号）附則第五項に規定するおおむ

ね五年ごとに行う同条例の施行の状況についての検討に関する事項 

 四 前三号に掲げるもののほか、知事が必要と認める事項 

（組織） 

第三条 委員会は、委員十人以内で組織する。 

２ 前項の場合において、男女いずれか一方の委員の数は、委員の総数の十分の四未満とならな

いものとする。ただし、知事がやむを得ない事情があると認めた場合は、この限りでない。 

（委員） 

第四条 委員は、学識経験を有する者その他知事が必要と認める者のうちから、知事が任命する。 

２ 委員の任期は、二年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

３ 委員は、再任されることができる。 

（委員長及び副委員長） 

第五条 委員会に、委員長及び副委員長各一人を置く。 

２ 委員長及び副委員長は、委員の互選により定める。 

３ 委員長は、会務を総理し、委員会を代表する。 

４ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるときはその職務を代理し、委員長が欠け

たときはその職務を行う。 

（会議） 

第六条 委員会の会議は、委員長が招集し、その議長となる。 

２ 委員会の会議は、委員の過半数が出席しなければ開くことができない。 

３ 委員会の会議の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決

するところによる。 

（庶務） 

第七条 委員会の庶務は、農林水産部において処理する。 

（委任） 

第八条 この条例に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員長が委員会に諮

って定める。 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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背表紙の作品：令和７年度みえの森づくりポスターコンクール 小学生の部  

三重県知事賞（特選） 中井 貫太 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【問い合わせ先】 
 

三重県 農林水産部 みどり共生推進課  

〒514-8570 三重県津市広明町 13 

電話：059-224-2513 FAX：059-224-2070  

E - m a i l：midori@pref.mie.lg.jp 
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